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はじめに 

北海道は、太平洋、日本海、オホーツク海の３つの海に囲まれ、世界自然遺産

である知床、釧路湿原などのラムサール条約登録湿地、大雪山や日高山脈などの

山々、ヒグマやシマフクロウなどの多様な野生生物など、豊かな自然環境に恵ま

れています。 

その中で先人は、豊かな恵みをもたらし、時にやさしく時には厳しい大自然と

向き合いながら、今日に続く本道の礎を築いてきました。 

私たちは先人から受け継いできたこの豊かな自然環境を次の世代に引き継ぐと

ともに、将来にわたって持続可能な地域づくりに取り組んでいかなければなりま

せん。 

 

 

 

このため、道では、本道の優れた環境を保全し次の世代に継承するため、平成

22 年（2010 年）４月に「北海道循環型社会形成推進基本計画」を策定し、中間年

度である平成 26 年度（2014 年）に見直しを行いながら、北海道らしい循環型社

会の形成に向けて、「３Ｒの推進」、「廃棄物の適正処理の推進」、「バイオマスの利

活用の推進」、「リサイクル関連産業を中心とした循環型社会ビジネスの振興」を

柱として、北海道循環資源利用促進税を活用した産業廃棄物の排出抑制・リサイ

クル促進のための支援、北海道リサイクル製品認定制度の運用をはじめとする、

様々な施策を推進してきました。 

また、道民やＮＰＯ等の自主的な活動、事業者の努力、市町村の取組の拡大、

産学官の連携など各主体の取組と相まって、３Ｒの取組進展、廃棄物の最終処分

量の減少、バイオマスの利活用率の向上などの成果が得られています。 

 

一方、国際的には、2015 年９月の国連サミットにおいて、「持続可能な開発のた

めの 2030 アジェンダ」が採択され、持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）が定められ

るなど持続可能な社会を目指した国際協調の取組が進められています。 

また、国では、平成 30 年（2018 年）６月に「第４次循環型社会形成推進基本計

画」を策定し、我が国の将来像として、「地域循環共生圏による地域活性化」、「ラ

イフサイクル全体での徹底的な資源循環」、「適正処理の推進と環境再生」、「万全

な災害廃棄物処理体制の構築」、これらを支える情報、技術、人材等の「循環分野

における基盤整備」等を目指すこととしています。 

 

本計画は、「北海道循環型社会形成推進基本計画」を見直し、国の「第４次循

環型社会形成推進基本計画」なども踏まえて策定したものであり、北海道らしい

循環型社会の着実な形成に向けて、引き続き、道民、ＮＰＯ等、事業者、行政等

の各主体の連携・協働のもと、ＳＤＧsの達成も視野に入れながら、循環と共生

を基調とする環境負荷の少ない持続可能な北海道づくりに取り組みます。 

 

はじめに 

北海道は、太平洋、日本海、オホーツク海の３つの海に囲まれ、世界自然遺産

である知床、釧路湿原などのラムサール条約登録湿地、大雪山や日高山脈などの

山々、ヒグマやシマフクロウなどの多様な野生生物など、豊かな自然環境に恵ま

れています。 

こうした自然環境は、道内の一次産業や観光業の基盤であるとともに、私たち

のくらしにうるおいや安らぎを与えてくれるものであり、次世代へ引き継ぐべき

貴重な財産です。 

しかし、これまでの大量生産・大量消費・大量廃棄という社会経済システムは、

環境保全と健全な物質循環を阻害する側面を持つほか、温室効果ガスの排出によ

る地球温暖化、天然資源の枯渇、大規模な資源採取による自然破壊など、様々な

環境問題にも密接に関係しています。 

 

このため、道では、本道の優れた環境を保全し次の世代に継承するため、平成

22 年４月に「北海道循環型社会形成推進基本計画」を策定し、北海道らしい循環

型社会の形成に向けて、「３Ｒの推進」、「廃棄物の適正処理の推進」、「バイオマス

の利活用の推進」、「リサイクル関連産業を中心とした循環型社会ビジネスの振興」

を柱として、北海道循環資源利用促進税を活用した産業廃棄物の排出抑制・リサ

イクル促進のための支援、北海道リサイクル製品認定制度の運用をはじめとする、

様々な施策を推進してきました。 

 

また、道民やＮＰＯ等の自主的な活動、事業者の努力、市町村の取組の拡大、

産学官の連携など各主体の取組と相まって、道民意識の向上、３Ｒの取組進展、

廃棄物の最終処分量の減少、バイオマスの利活用率の向上などの成果が得られて

います。 

一方、国では、平成 25 年５月に「第３次循環型社会形成推進基本計画」を策定

し、質にも着目した循環型社会の形成に向けて、リサイクルより優先順位の高い

２Ｒ（リデュース、リユース）の取組がより進む社会経済システムの構築、循環

資源・バイオマス資源のエネルギー源として有効活用する取組、循環型社会づく

りと温室効果ガスの排出を大幅に削減する「低炭素社会」づくり、自然の恵みを

享受し継承する「自然共生社会」づくりとの統合的取組を推進していくこととし

ています。 

 

 

本計画は、国の「第３次循環型社会形成推進基本計画」なども踏まえて改訂し

たものであり、北海道らしい循環型社会の着実な形成に向けて、引き続き、道

民、ＮＰＯ等、事業者、行政等の各主体の連携・協働のもと、それぞれの地域特

性に応じた取組を進めます。 

 

 

 

現状に合わせた文言修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

SDGs や国の循環計画を踏ま

えた記載の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の循環計画 

SDGs 推 進 ビ

ジョン 
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第１章 計画策定の趣旨等 

１ 計画策定の趣旨 

 本道の優れた環境を保全し、次の世代に継承していくためには、循環と共生

を基調とする環境負荷の少ない持続可能な循環型社会＊の形成を進めることがま

すます重要です。 

このため、道では、平成 20 年（2008 年）10月に循環型社会の形成を加速させ

るための新たな制度的枠組みとして「北海道循環型社会形成の推進に関する条

例」（以下「循環条例」という。）を制定し、この条例に基づき、平成 22 年

（2010 年）４月に循環型社会の形成に関する施策についての基本的な方針や、

道が総合的かつ計画的に講ずべき施策などの事項を定めた「北海道循環型社会形

成推進基本計画」を策定しました。 

この計画の計画期間が終了することに伴い、目標の達成状況の検証結果のほ

か、国や道による関係計画の策定や社会情勢の変化を踏まえ、新たに計画を策定

するものです（以下「本計画」という。）。 

 

第１章 計画策定の趣旨等 

１ 計画策定の趣旨 

本道の優れた環境を保全し、次の世代に継承していくためには、循環と共生を

基調とする環境負荷の少ない持続可能な循環型社会＊の形成を進めることがます

ます重要です。 

このため、道では、平成 20 年 10 月に循環型社会の形成を加速させるための新

たな制度的枠組みとして「北海道循環型社会形成の推進に関する条例」（以下

「循環条例」という。）を制定し、この条例に基づき、平成 22 年４月に循環型社

会の形成に関する施策についての基本的な方針や、道が総合的かつ計画的に講ず

べき施策などの事項を定めた「北海道循環型社会形成推進基本計画」を策定しま

した。 

この計画では、目標年次を計画中間年度である平成 26年度に設定し、その時

点で進捗状況の確認及び見直しを行うこととしており、目標の達成状況の検証結

果のほか、国や道による関係計画の策定や社会情勢の変化を踏まえ、計画を改訂

するものです（以下「本計画」という。）。 

 

 

 

文言修正 

 

 

 

 

 

２ 計画の位置付け・性格 

本計画は、循環条例に基づく「循環型社会の形成に関する施策を総合的かつ

計画的に推進するための基本的な計画」として、北海道が目指す循環型社会の

具体的な指針であるとともに、平成 28 年（2016 年）３月に策定した「北海道

環境基本計画[第２次計画]改定版」（以下「環境基本計画」という。）の循環型社

会の構築に係る個別計画として位置付けられるものです。 

 

■図－１ 計画の位置づけ(体系) 

 

２ 計画の位置付け・性格 

本計画は、循環条例に基づく「循環型社会の形成に関する施策を総合的かつ

計画的に推進するための基本的な計画」として、北海道が目指す循環型社会の

具体的な指針であるとともに、平成 20 年３月に策定した「北海道環境基本計画

[第２次計画]」（以下「環境基本計画」という。）の循環型社会の構築に係る個別

計画として位置付けられるものです。 

 

■図１ 計画の位置づけ（体系） 

時点修正 環境基本計画改

定 

３ 計画の対象、期間及び目標 

（１）計画の対象 

  

 

 

（２）計画の期間 

本計画の期間は、ある程度の長期的な視点に立って設定し、令和２年度（2020

年度）から概ね 10年とします。 

 

（３）計画の目標 

 本計画は、環境基本計画で「めざす姿」として示している「北海道らしい循

環型社会の形成」を目標とします。 

なお、計画の進捗状況を把握するための指標を設定し、計画中間年度（令和６

年度（2024 年度））における数値目標を第３章に示します。 

 

３ 計画の対象、期間及び目標 

（１）計画の対象 

本計画は、「一般廃棄物」及び「産業廃棄物」並びに「一度使用された物品」、

「使用されずに収集された物品」及び「人の活動に伴い副次的に得られた物品」

など「廃棄物等」を対象とします。 

（２）計画の期間 

本計画の期間は、ある程度の長期的な視点に立って設定し、平成 22 年度から

概ね 10 年とします。 

 

（３）計画の目標 

本計画は、環境基本計画で「めざす姿」として示している「北海道らしい循環

型社会の形成」を目標とします。 

なお、計画の進捗状況を把握するための指標を設定し、平成 31 年度における

数値目標を第３章に示します。 

 

 

 

変更なし 

 

 

 

時点修正 

 

 

 

数値目標設定年次の修正 
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北海道らしい循環型社会 

○ 人々が、できるだけごみを出さない、ものを修理して大切に使うといった

環境に配慮した生活を実践している社会。 

○ 企業が、自らの事業活動における廃棄物等の発生を極力抑えるとともに、

発生した廃棄物等については、循環資源＊として有効に利用され、又は適正

に処理されるなど、３Ｒ＊（スリーアール）や適正処理が定着している社

会。 

○ 家畜ふん尿、生ごみや林地未利用材＊などバイオマス＊の利活用が進むと

ともに、既存産業の技術基盤の活用などにより、リサイクル関連産業が発展

し、循環型社会ビジネス市場が拡大している社会。 

北海道らしい循環型社会 

○ 人々が、できるだけごみを出さない、ものを修理して大切に使うといった

環境に配慮した生活を実践している社会。 

○ 企業が、自らの事業活動における廃棄物等の発生を極力抑えるとともに、

発生した廃棄物等については、循環資源＊として有効に利用され、又は適正に処

理されるなど、３Ｒ＊（スリーアール）や適正処理が定着している社会。 

 

○ 家畜ふん尿、生ごみや林地残材＊などバイオマス＊の利活用が進むととも

に、既存産業の技術基盤の活用などにより、リサイクル関連産業が発展し、循環

型社会ビジネス市場が拡大している社会。 

語句修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 計画策定の視点 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■エコアイランド北海道の図  

 

 

４ 計画の策定の視点 
 
本計画は、環境基本計画の個別計画に位置付けられていることから、環境基本

計画で示す「将来像」に向けた５つの項目を視点とし、施策の展開に当たっては

国の「循環型社会形成推進基本計画」（以下「循環計画」という。）を踏まえるこ

ととします。 

 

環境基本計画で示す「将来像」 

～循環と共生を基調とする環境負荷の少ない持続可能な北海道～ 

○ 自然と共生する 

自然環境の保全と適正な利用、森林・農地・水辺等が有する多面的機能の維持

増進、生物多様性の確保 

○ 健全な物質循環を確保する 

人間の活動による環境への負荷が環境の容量を超えることのないような、物質

循環の確保 

○ 持続可能な生活を目指す 

環境への負荷の少ないライフスタイルと心の豊かさが感じられる、質の高い生

活 

○ 環境に配慮した地域づくりをすすめる 

地域における各主体が互いに連携、参画する地域特性を踏まえた持続可能な地

域づくり 

○ 環境と経済の良好な関係をつくる 

環境への配慮を経済発展の原動力とした、環境と経済の間の好循環の創出 

 

■エコアイランド北海道の図  

 

地域循環圏の考え方を踏まえた取組 

○低炭素社会に向けた取組との統合（エネルギーと資源） 

・ 廃棄物等を活用したエネルギー利用の推進 

・ バイオマスの利活用（バイオガス、木質燃料など再生可能エネルギー＊

 

修正なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域循環圏の記載を削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の循環計画 
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化） 

・ 環境への負荷の少ない静脈物流＊システムの構築 

○ 自然共生社会に向けた取組との統合（環境負荷と生態系） 

 ・ 天然資源投入量の抑制 

 ・ バイオマスの利活用（肥料化・飼料化など） 

 ・ 環境保全型農林水産業の推進 

 

 

［循環型社会形成推進基本計画］ 

 

国の循環計画は、「循環型社会形成推進基本法」に基づき、国が循環型社会の形

成に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、施策についての基本的な

方針などを定めたものであり、この計画では循環型社会のイメージや、経済社会

におけるものの流れ全体を把握する「物質フロー指標」等についての数値目標、

各主体の役割などが示されています。 

平成 30 年（2018 年）６月に策定された第４次循環計画では、これまで進展して

きた廃棄物の量に着目した施策に加え、循環の「質」にも着目した循環型社会の

形成、低炭素社会や自然共生社会との統合的取組等を引き続き中核的な事項とし

て重視しつつ、さらに、経済的側面や社会的側面にも視野を広げ、「持続可能な社

会づくりとの統合的な取組」を示しています。その上で、我が国が目指すべき将

来像として、①人口減少・少子高齢化の進展による地域の衰退等の課題を踏まえ

た「地域循環共生圏による地域の活性化」、②環境保全上の支障が生じないことを

前提とした「Society 5.0」の実現をも狙った「ライフサイクル全体での資源循環

の徹底」、③循環型社会形成の根幹となる「適正処理の推進と環境再生」、④災害

に備えた「万全な災害廃棄物処理体制の構築」、⑤これらを支える情報、技術、人

材等の基盤整備などがうたわれています。 

 なお､地域循環共生圏とは、地域資源を最大限活用しながら自立・分散型の社会

を形成しつつ、地域の特性に応じて資源を補完し支え合うことにより、地域の活

力が最大限に発揮される農山漁村も都市も活かすことを目指す考え方であり、農

村漁村も都市も活性化し、ＳＤＧｓのゴールの達成や Society5.0 の実現にもつな

がるものです。 

 

 

循環計画に示されている循環型社会の形成に向けた取組は、「循環と共生を基調

とする環境負荷の少ない持続可能な北海道」の実現につながることから、経済的

側面や社会的側面にも視野を広げた低炭素社会・自然共生社会との統合的取組と

地域循環共生圏の形成をイメージし、ライフスタイル全体での徹底的な資源循環

や地域活性化等に資する道内に多様かつ豊富に賦存するバイオマスなど地域が有

する循環資源の利活用、循環分野における人材育成も視野に入れた３Ｒのうち取

組が優先される２Ｒのより一層の推進、循環型社会形成の根幹であり環境再生に

［循環型社会形成推進基本計画】 

 

国の循環計画は、「循環型社会形成推進基本法」に基づき、国が循環型社会の

形成に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、施策についての基本的

な方針などを定めたものであり、この計画では循環型社会のイメージや、経済社

会におけるものの流れ全体を把握する「物質フロー指標」等についての数値目

標、各主体の役割などが示されています。 

平成 25 年５月に策定された第３次循環計画では、最終処分量の削減などこれ

まで進展した廃棄物の量に着目した施策に加え、循環の質にも着目し、①リサイ

クルより優先順位の高い２Ｒ（リデュース・リユース）の取組がより進む社会経

済システムの構築、②使用済み製品からの有用金属（レアメタル＊を含む）の回

収と水平リサイクル※等の高度なリサイクルの推進、③アスベスト、ＰＣＢ等の

有害物質の適正な管理・処理、④東日本大震災の反省点を踏まえた新たな災害廃

棄物対策指針の策定、⑤循環資源・バイオマス資源のエネルギー源への活用、⑥

循環型社会・低炭素社会・自然共生社会づくりの統合的取組と地域循環圏の高度

化などがうたわれています。 

 

 

なお､地域循環圏とは、平成 20 年３月に策定された「第２次循環計画」におい

て初めて紹介され、地域で循環可能な資源はなるべく地域で循環させ、地域での

循環が困難なものについては循環の環を広げていくという考え方です。 

 

 

 

 

循環計画に示されている循環型社会の形成に向けた取組は、エコアイランド北

海道の実現につながることから、低炭素社会・自然共生社会との統合的取組と地

域循環圏の高度化をイメージし、道内に多様かつ豊富に賦存するバイオマスなど

地域が有する循環資源の利活用、３Ｒのうち取組が遅れている２Ｒのより一層の

推進、廃棄物の適正処理、循環型社会ビジネスの振興に関する施策を展開してい

きます。 

 

 

 

国の循環計画に沿った文言

に修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文言修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の循環計画の

改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道環境基本計画

の見直し 
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つながる廃棄物の適正処理、処理に関する情報基盤整備、循環分野における技術

開発への支援を含む循環型社会ビジネスの振興、万全な災害廃棄物の処理体制の

構築に関する施策を展開していきます。 

 なお、万全な災害廃棄物処理体制の構築について、平成 30 年（2018 年）9月

に発生した胆振東部地震の発生に伴い、大量の災害廃棄物が発生した際の経験か

ら、道としても、市町村が必要な仮置場の確保や処理体制を記載した災害廃棄物

処理計画を策定することを促すなど、災害廃棄物対策を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害廃棄物の記載を追加 

【北海道らしい循環型社会形成のイメージ】 

 

北海道では、それぞれの地域特性や循環資源の種類に応じた最適な範囲での循

環システムが構築されてきており、今後は、これらの取組を拡充・発展させるこ

とが重要です。 

このためには、地域における各主体の連携の下、地域資源を無駄なく効率的に

利用することが必要です。 

農山漁村地域では、食品残さの堆肥化や飼料化、生産された農産品の環流、家

畜ふん尿の堆肥化やメタン発酵、木質バイオマスのマテリアル利用やエネルギー

利用が進められます。 

都市近郊地域では、農山漁村地域との連携による食品廃棄物の飼肥料化、生ご

みのメタン発酵などのバイオマス等の有効利用が進められます。 

また、動脈産業のセメント、製紙、鉄鋼等のインフラを活用したバイオマスや

廃プラスチックの原燃料化などのほか、静脈産業のリサイクル事業者の技術を活

用した廃小型家電等からの有用金属（レアメタルを含む）の回収、廃プラスチッ

クの再生原料化が進められます。 

このような取組にあたっては、国の循環計画で示されている「地域循環共生圏」

の考え方を踏まえ、施策を展開していきます。 

 

■地域循環共生圏の概念図 

■図２循環圏のイメージ図 

 

【持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）】 

 平成 27 年(2015 年)９月、国連で 150 を超える加盟国首脳が参加の下、「我々の

世界を変革する：持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」が全会一致で採択

され、その中核として 17 のゴール（目標）と 169 のターゲットからなる「ＳＤ

Ｇｓ（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）」が掲げられまし

た。 

 ＳＤＧｓに法的拘束力はありませんが、かけがえのない地球環境を守り、多様

性と包摂性のある社会の実現に向け、その達成に向けた取組が広がっており、北

海道においても平成 30 年(2018 年)12 月に「北海道ＳＤＧｓ推進ビジョン」を策

定し、北海道全体でのＳＤＧｓの推進を図っています。 

【北海道らしい地域循環圏のイメージ】 

  

それぞれの地域特性や循環資源の種類に応じた最適な範囲での循環システムが

構築されてきており、今後は、これらの取組を拡充・発展させることが重要で

す。 

このためには、地域における各主体の連携の下、地域資源を無駄なく効率的に利

用することが必要です。 

農山漁村地域では、食品残さの堆肥化や飼料化、家畜ふん尿の堆肥化やメタン

発酵、木質バイオマスのマテリアル利用やエネルギー利用が進められます。 

都市近郊地域では、農山漁村地域などとの連携による食品廃棄物の飼肥料化、

生ごみのメタン発酵などのバイオマス等の有効利用が進められます。 

また、動脈産業のセメント、製紙、鉄鋼等のインフラを活用したバイオマスや

廃プラスチックの原燃料化などのほか、静脈産業のリサイクル事業者の技術を活

用した廃小型家電等からの有用金属（レアメタルを含む）の回収が進められま

す。 

 

このような取組を通じて、資源の効率的な地産地消が進むとともに、地域にお

ける各主体のネットワークの多様化により、地域循環圏が高度化された循環型社

会が形成されていきます。 

 

■図２循環圏のイメージ図 

 

 

 

地域循環共生圏の考え方を

記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

SDGs の記載を追加 

 

 

国の循環計画の

改正 
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 本計画では、「北海道らしい循環型社会」をめざす取組により、関連するＳＤ

Ｇｓのゴールの達成に向けて貢献します。 
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第２章 北海道における循環型社会形成に係る現状と課題 

１ 北海道を取り巻く社会経済や環境等の状況 

（１）社会経済等の状況 

本道の面積は、国土の約 22%を占め、都道府県の中では最も広く、森林面積は

全国の約４分の 1を、湖沼面積は全国の約３分の 1を占めています。 

人口は全国の約４％を占めますが、人口密度は全国の約５分の１で、都道府県

別では最も低い数値となっています。また、平成７年（1995 年）をピークに減

少傾向が続き、平成 27年（2015 年）は平成 22 年（2010 年）と比較して 2.3％

減少するなど、全国を上回るペースで人口減少や少子高齢化が進行し、自治体財

政や地域経済の厳しさが増しています。 

■表１ 北海道・全国の面積、人口及び人口密度  

 

道内・国内総生産の産業別構成比は、第一次産業が 4.5％（全国 1.2％）、第二

次産業が 17.6％（全国 26.4％）、第三次産業が 77.3％（全国 72.1％）で、全国に

比べ第一次産業と第三次産業が高くなっています。 

また、第一次産業では、農業 3.4％（全国 1.0％）、林業 0.1％（全国 0.1％未

満）、水産業 1.0％（全国 0.1％）のすべてで本道が高く、第二次産業では、製造

業 10.1％（全国 20.7％）、建設業 7.07.4％（全国 5.6％）であり、製造業では全

国より約 10 ポイント低い結果となっています。第三次産業は、サービス業 38.6％

（全国 38.3％）、政府サービス生産者 11.6％（全国 8.6％）と、本道が高くなっ

ています。 

 

■図３－１ 道内・国内総生産（名目値）の産業別構成比（平成２８年度） 

 

道内総生産は、全国シェアの 3.6％ですが、第一次産業では 13.2％と、高い割

合となっています。 

 平成 24年度（2012 年度）と平成 28年度（2016 年度）の産業別構成比の変化

を見ると、本道、全国とも同様の傾向が見られ、第一次産業と第二次産業は微

増し、第三次産業は微減となっています。 

 

■表２ 道内・国内総生産（名目値）の産業別構成比・全国シェア 

■図３－２ 道内・国内総生産（名目値）の産業別構成比 

 

（削除） 

 

 

 

第２章 北海道における循環型社会形成に係る現状と課題 

１ 北海道を取り巻く社会経済や環境等の状況 

（１）社会経済等の状況 

本道の面積は、国土の約 22%を占め、都道府県の中では最も広く、森林面積は

全国の約４分の 1を、湖沼面積は全国の約３分の 1を占めています。 

人口は全国の約４％を占めますが、人口密度は全国の約５分の１で、都道府県

別では最も低い数値となっています。また、平成７年をピークに減少傾向が続

き、平成 22 年は平成 17年と比較して 2.2％減少するなど、全国を上回るペース

で少子高齢化や人口減少が進行し、自治体財政や地域経済の厳しさが増していま

す。 

■表１ 北海道・全国の面積、人口及び人口密度  

 

道内・国内総生産の産業別構成比は、第一次産業が 3.8％（全国 1.2％）、第二

次産業が 15.5％（全国 23.7％）、第三次産業が 80.5％（全国 74.4％）で、全国に

比べ第一次産業と第三次産業が高いのに対して、第二次産業は低いものとなって

います。 

また、第一次産業では、農業 2.9％（全国 1.0％）、林業 0.1％（全国 0.1％未

満）、水産業 0.8％（全国 0.2％）のすべてで本道が高く、第二次産業では、製造

業 8.3％（全国 18.1％）、建設業 7.0％（全国 5.6％）であり、製造業では全国よ

り約 10 ポイント低い結果となっています。第三次産業は、サービス業 22.4％（全

国 19.8％）、政府サービス生産者 14.0％（全国 9.2％）と、本道が高くなってい

ます。 

 

■図３－１ 道内・国内総生産（名目値）の産業別構成比（平成２４年度） 

 

道内総生産は、全国シェアの 3.8％ですが、第一次産業では 12.0％と、高い

割合となっています。 

 平成 19 年度と平成 24 年度の産業別構成比の変化を見ると、本道、全国とも

同様の傾向が見られ、第一次産業と第三次産業は微増し、第二次産業は微減と

なっています。 

 

■表２ 道内・国内総生産（名目値）の産業別構成比・全国シェア 

■図３－２ 道内・国内総生産（名目値）の産業別構成比 

また、東日本大震災や原子力発電施設の事故から、地域で自立的にエネルギー

を確保できる「自立・分散型のエネルギーシステム」導入の必要性が改めて認

識されており、平成 26 年度の道民意識調査においては、「マスコミ等で報道さ

れる再生可能エネルギーの話題に興味を持つようになった」と回答した割合が

44.8％となっています 

 

■図 平成２６年度 道民意識調査     

 

 

 

関係データの時点修正 

文言整理 

 

 

 

 

 

 

 

関係データの時点修正 

文言整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

過去のトピックスであるこ

とから削除 

 



                                       北海道循環型社会形成推進基本計画 新旧対照表                                

新（改訂後） 旧（現行） 内容 要因 

 

8 

 

（２）環境の状況 

  

 

 

 

 

■表３ 北海道・全国の主な環境指標の対比 

 

（２）環境の状況 

本道の環境の状況を全国と比較すると、１人当たり自然公園及び自然環境保全

地域等の面積、水質環境基準達成率は優っていますが、１人当たりの二酸化炭素

排出量は多く、低公害車普及率、ISO14001*の認証取得事業所割合は少ない状況

にあります。 

 

■表３ 北海道・全国の主な環境指標の対比 

 

 

修正なし 

 

 

 

 

関係データの時点修正 

 

２ 北海道における物質フローに関する現状と課題 

物質フローとは、経済社会において、どれだけの資源を採取、消費、廃棄して

いるかという「ものの流れ」のことをいい、循環型社会を形成するためには、こ

れを的確に把握することが重要です。 

平成 29 年度（2017 年度）の物質フローは、経済活動に伴って年間 161 百万ト

ンの資源が投入されており、そのうち 30％が建築物、耐久消費財などとして道

内に蓄積され、22％がエネルギー、食料として消費され、24％が道外に輸移出さ

れ、残りの 24％が廃棄物等として発生しています。 

 総物質投入量のうち、天然資源等投入量は 137 百万トンであり、その内訳は、

道外からの輸移入、道内採取ともに 50％となっています。輸移入では鉱産品、

化学工業品、林産品、金属機械工業品が多く、その主な物は原油、石炭、石油製

品、木材チップで、これらで 53％を占めています。道内採取では、農産品、鉱

産品が多く、その主な物は、飼料作物としての牧草、砕石、砂利、石灰石で、こ

れらで 72％を占めています。 

廃棄物等の発生量は 43百万トンであり、その内訳は、循環利用量が 24 百万ト

ン（56％）、減量化量が 18 百万トン（42％）、最終処分量が 1.0 百万トン（2％）

となっています。 

平成 24 年度（2012 年度）と比較すると、新たに投入される天然資源量の減少

と循環利用量の増加があり、循環型社会への移行が進みつつあります。 

なお、全国の物質フローでは、廃棄物等の再生利用量を「循環利用量」と「自

然還元量」に区分していますが、本道の物質フローでは、農業から排出される稲

わら等の直接すき込み利用など直接農地還元分を有効利用されているものとして

「循環利用量」に含めているなど、全国の物質フローと取扱いが異なる項目があ

ります。 

 

２ 北海道における物質フローの状況に関する現状と課題 

物質フローとは、経済社会において、どれだけの資源を採取、消費、廃棄して

いるかという「ものの流れ」のことをいい、循環型社会を形成するためには、こ

れを的確に把握することが重要です。 

平成 24 年度の物質フローは、経済活動に伴って年間 168 百万トンの資源が投

入されており、そのうち 37％が建築物、耐久消費財などとして道内に蓄積さ

れ、14％がエネルギー、食料として消費され、23％が道外に輸移出され、残りの

26％が廃棄物等として発生しています。 

 総物質投入量のうち、天然資源等投入量は 143 百万トンであり、その内訳は、

道外からの輸移入、道内採取ともに 50％となっています。輸移入では鉱産品、

化学工業品、林産品、金属機械工業品が多く、その主な物は原油、石炭、石油製

品、木材チップで、これらで 53％を占めています。道内採取では、農産品、鉱

産品が多く、その主な物は、飼料作物としての牧草、砕石、砂利、石灰石で、こ

れらで 72％を占めています。 

廃棄物等の発生量は、43百万トンであり、その内訳は、循環利用量が 24百万

トン（56％）、減量化量が 18百万トン（42％）、最終処分量が 1.1 百万トン

（2％）となっています。 

平成 19 年度と比較すると、新たに投入される天然資源量の減少と循環利用量

の増加があり、循環型社会への移行が進みつつあります。 

なお、全国の物質フローでは、廃棄物等の再生利用量を「循環利用量」と「自

然還元量」に区分していますが、本道の物質フローでは、農業から排出される稲

わら等の直接すき込み利用など直接農地還元分は有効利用されているものとして

「循環利用量」に含めているなど、全国の物質フローと取扱いが異なる項目があ

ります。 

 

 

関係データの時点修正 

 

（１） 全国における物質フローとの比較 

平成 24 年度（2012 年度）と平成 29 年度（2017 年度）の状況を比較します。 

【天然資源等投入量】 

本道（143→137 百万トン）、全国（1,361→1,359 百万トン）ともに減少してい

ます。 

【廃棄物等の発生量】 

本道は横ばい（43→43 百万トン）ですが、全国では増加（554→564 百万ト

（１） 全国における物質フローとの比較 

平成 19 年度と平成 24 年度の状況を比較します。 

【天然資源等投入量】 

本道（149→143 百万トン）、全国（1,559→1,361 百万トン）ともに減少してい

ます。 

【廃棄物等の発生量】 

本道は微増（42→43 百万トン）していますが、全国では減少（590→554 百万

 

関係データの時点修正 
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ン）しています。 

【最終処分量】 

本道（1.1→1.0 百万トン）、全国（18→14 百万トン）ともに減少しています。 

【循環利用量】 

本道（24→24 百万トン）は横ばいですが、全国（244→251 百万トン）は微増

しています。 

凡例：（平成 24 年度の数値→平成 29 年度の数値） 

トン）しています。 

【最終処分量】 

本道（1.5→1.1 百万トン）、全国（27→18 百万トン）ともに減少しています。

【循環利用量】 

本道（23→24 百万トン）、全国（243→244 百万トン）ともに微増しています。 

 

凡例：（平成 19 年度の数値→平成 24 年度の数値） 

（２） 物質フロー指標 

 

■表４  物質フロー指標 

 

【資源生産性（入口）】 

産業や人々の生活がいかに物を有効に利用しているかを総合的に示す指標で、

次式で表されます。 

天然資源等はその有限性や採取に伴う環境負荷が生じること、またそれらが最

終的には廃棄物となることから、より少ない投入量で効率的に道内・国内総生産

を生み出すよう、資源生産性の向上が望まれます。 

 

資源生産性 ＝ 道内総生産／天然資源等投入量 

 

平成 29 年度（2017 年度）の資源生産性は 13.9 万円／トンで、平成 24年度（2012

年度）から７千円／トン増加していますが、全国（38万円／トン）の約３分の１

と低い状況です。これは、分子の道内総生産が全国（国内総生産）の 3.6％である

のに対して、分母の天然資源等投入量が全国の 11％であるためです。 

 

（２） 物質フロー指標 

 

■表４  物質フロー指標 

 

【資源生産性（入口）】 

産業や人々の生活がいかに物を有効に利用しているかを総合的に示す指標で、

次式で表されます。 

天然資源等はその有限性や採取に伴う環境負荷が生じること、またそれらが最

終的には廃棄物となることから、より少ない投入量で効率的に道内・国内総生産

を生み出すよう、資源生産性の向上が望まれます。 

 

資源生産性 ＝ 道内総生産／天然資源等投入量 

 

平成 24 年度の資源生産性は 13.3 万円／トンで、平成 19年度から２千円／ト

ン増加していますが、全国（38 万円／トン）の約３分の１と低い状況です。こ

れは、分子の道内総生産が全国（国内総生産）の 3.6％であるのに対して、分母

の天然資源等投入量が全国の 11％であるためです。 

 

 

関係データの時点修正 

 

全国に比べ、資源生産性が低い業種である一次産業（3.6 万円／トン)や建設業

（2.8 万円／トン）の割合が高いのに対し、資源生産性が高い業種である金融・

保険業（4,630 万円／トン）や不動産業（15,455 万円／トン）などの割合が低い

ためで、本道の産業構造（経済活動別総生産）の特徴を反映した形となっていま

す。 

このようなことから、資源生産性を全国と比較する場合は、本道特有の状況を

考慮する必要があります。 

 

【循環利用率（循環）】 

経済社会に投入されるものの全体量のうち循環利用量の占める割合を示す指標

で、次式で表されます。 

なお、循環利用量は、一般廃棄物の集団回収量、中間処理に伴う資源化量及び

直接資源化量、産業廃棄物の有価物量及び再生利用量並びに未利用バイオマスの

利活用仕向量（湿潤重量ベース）を合算しています。 

適正な循環利用を進め、最終処分量を減らすためには、循環利用率の増加が望

全国に比べ、資源生産性が低い業種である一次産業（3.6 万円／トン)や建設業

（2.8 万円／トン）の割合が高いのに対し、資源生産性が高い業種である金融・

保険業（4,630 万円／トン）や不動産業（15,455 万円／トン）などの割合が低い

ためで、本道の産業構造（経済活動別総生産）の特徴を反映した形となっていま

す。 

このようなことから、資源生産性を全国と比較する場合は、本道特有の状況を

考慮する必要があります。 

 

【循環利用率（循環）】 

経済社会に投入されるものの全体量のうち循環利用量の占める割合を示す指標

で、次式で表されます。 

なお、循環利用量は、一般廃棄物の集団回収量、中間処理に伴う資源化量及び

直接資源化量、産業廃棄物の有価物量及び再生利用量並びに未利用バイオマスの

利活用仕向量（湿潤重量ベース）を合算しています。 

適正な循環利用を進め、最終処分量を減らすためには、原則的には循環利用率

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文言整理 
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まれます。 

  

循環利用率 ＝ 循環利用量／総物質投入量 

 

平成 29 年度（2017 年度）の循環利用率は 15.7％で、平成 24 年度から 1.2 ポ

イント増加していますが、全国を下回っていることから、循環利用率の更なる向

上に向けた取組を進めることが必要です。 

 

【最終処分量（出口）】 

廃棄物の埋立量であり、次式で表されます。 

 

最終処分量 ＝ 一般廃棄物最終処分量＋産業廃棄物最終処分量 

 

平成 29 年度（2017 年度）の最終処分量は 100 万トンで、平成 24 年度（2012

年度）から 10％削減されていますが、削減率や残余年数を全国と比較した場

合、最終処分量の削減に向けた取組を更に進めることが必要です。 

■図４－１ 北海道・全国における物質フローの模式図（平成 24 年度） 

■図４－２ 北海道・全国における物質フローの模式図（平成 29 年度） 

 

の増加が望まれます。 

  

循環利用率 ＝ 循環利用量／総物質投入量 

 

平成 24 年度の循環利用率は 14.5％で、平成 19 年度から 1.0 ポイント増加し

ていますが、全国を下回っていることから、循環利用率のさらなる向上に向けた

取組を進めることが必要です。 

 

【最終処分量（出口）】 

廃棄物の埋立量であり、次式で表されます。 

 

最終処分量 ＝ 一般廃棄物最終処分量＋産業廃棄物最終処分量 

 

平成 24 年度の最終処分量は 112 万トンで、平成 19年度から 25％削減されて

いますが、削減率や残余年数を全国と比較した場合、最終処分量の削減に向けた

取組を更に進めることが必要です。 

■図４－１ 北海道・全国における物質フローの模式図（平成 19 年度） 

■図４－２ 北海道・全国における物質フローの模式図（平成 24 年度） 

 

 

 

 

関係データの時点修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係データの時点修正 

３ 施策の基本事項に関する現状と課題 

（１）３Ｒの推進 

第４次循環計画では、我が国が目指すべき将来像として、環境保全上の支障が

生じないことを前提として、第四次産業革命のイノベーションをあらゆる産業や

社会生活へ取り入れ、「必要なモノ・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要

なだけ提供する」ことにより、様々な社会課題を解決する「Society 5.0」の実現

をも狙った「ライフサイクル全体での徹底的な資源循環」を掲げています。 

北海道では、循環型社会の形成に必要な取組を総合的に推進するための「資源

有効利用促進法※」のほか、個別物品の特性に応じた規制法「容器包装リサイクル

法＊」、「家電リサイクル法＊」「建設リサイクル法＊」「食品リサイクル法＊」「自動

車リサイクル法＊」「小型家電リサイクル法＊」により、道民、事業者、行政などが

それぞれの役割分担のもとに、取組が推進されています。 

平成 29 年度（2017 年度）の北海道容器包装の簡素化を進める連絡会の調べで

は、レジ袋辞退率は、スーパーマーケットで 80％を超えており、これまでの取組

により、ごみの減量化に対する意識の向上やマイバッグの持参などについて一定

の成果が認められています。 

一方、令和元年度（2019 年度）に道が実施した「道民意識調査結果」では、ご

みの減量化について「ごみを減らしたいと考えている」と回答した人は 93.2％で

あり、平成 26 年度（2014 年度）と比較すると 1.7 ポイント減少しています。そ

のうち、「いつもリサイクルなどに取り組んでいる」（21.0％）、「ときどきリサイ

クルなどに取り組んでいる」（47.0％）の合計は 68.0％であり、平成 26 年度（20

３ 施策の基本事項に関する現状と課題 

（１）３Ｒの推進 

第３次循環計画では、リサイクルに比べて取組が遅れている２Ｒ（リデュー

ス、リユース）を可能な限り推進することを基本としています。 

 

 

 

循環型社会の形成に必要な取組を総合的に推進するための「資源有効利用促進

法※」のほか、個別物品の特性に応じた規制法「容器包装リサイクル法＊」、「家

電リサイクル法＊」「建設リサイクル法＊」「食品リサイクル法＊」「自動車リサイ

クル法＊」「小型家電リサイクル法＊」により、道民、事業者、行政などがそれぞ

れの役割分担のもとに、取組が推進されています。 

平成 26 年度に道が実施した「循環型社会形成の推進に関する道民意識調査結

果」では、ごみの減量化について「ごみを減らしたいと考えている」と回答した

人は 94.9％であり、平成 19 年度と比較すると 13.3 ポイント増加しています。

そのうち、「いつもリサイクルなどに取り組んでいる」（35.5％）、「ときどきリサ

イクルなどに取り組んでいる」（43.3％）の合計は 78.8％であり、「いつも取り

組んでいる人」でみると、平成 19年度と比較し 15.7 ポイント増加しています。 

しかし、３Ｒという言葉について「聞いたことがあり、内容もよく知ってい

る」(11.0％)「聞いたことがあり、内容もある程度知っている」(27.8％)の合計

は 38.8％に留まっており、平成 19年度と比較し 2.5 ポイント増加しています

 

 

国の循環計画に沿った記載 

関係データの時点修正 
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１4年度）と比較し 10.8 ポイント減少しています。 

また、３Ｒという言葉について「聞いたことがあり、内容もよく知っている」

(14.2％)「聞いたことがあり、内容もある程度知っている」(27.3％)の合計は

41.5％に留まっており、平成 26 年度と比較し 2.7 ポイント増加していますが、

低い値となっています。 

 

この他、「環境管理システムの認証取得事業所数」（国際規格の「ISO14001」、環

境省が策定した「エコアクション 21(EA21)*」、北海道独自の「北海道環境マネジ

メントシステム・スタンダード(HES)*」）は、平成 30 年度（2018 年度）では 532

件であり平成 25 年度（2013 年度）と比較して 119 件減少しています。 

  

 

 

 

さらに、私達の生活に幅広く利用され、利便性と恩恵をもたらしているプ

ラスチックについて、ポイ捨てなどの不適正な処理のため、世界全体で年間

数百万トンを超えるプラスチックごみが海洋へ流出していると推計されてお

り、この海洋プラスチックごみによる地球規模での環境汚染が懸念されてい

ることから、国は令和元年(2019 年)５月に「プラスチック資源循環戦略」及

び「海洋プラスチックごみ対策アクションプラン」を策定し、３Ｒ＋Renewable

（再生可能資源への代替）を基本原則としたプラスチックの資源循環と「新

たな汚染を生み出さない世界」の実現を目指す海洋プラスチックごみ対策を

総合的に推進しています。 

道も、これまで取り組んでいるプラスチックごみのリデュース、リユース

の２Ｒを優先した３Ｒのさらなる徹底を図るとともに、道民、事業者が一丸

となった取組が進むよう、市町村や関係団体と連携しながら、｢使いきり｣

（いわゆるワンウェイ）のプラスチック製品はできるだけ使用しない、使用

した際も正しく処理するなどの「プラスチックとの賢い付き合い方」を道

民、事業者へ呼びかけるなど、道内のプラスチック資源循環に取り組んでい

ます。 

改めて、ごみの減量化に対する意識の向上を図り、プラスチックごみなどの身

近なごみの排出抑制など３Ｒに係る実践行動の定着が必要です。 

が、低い値となっています。 

  

 

 

 

 

この他、「環境管理システムの認証取得事業所数」（国際規格の「ISO14001」、

環境省が策定した「エコアクション 21(EA21)*」、北海道独自の「北海道環境マネ

ジメントシステム・スタンダード(HES)*」）は、平成 25年度では 651 件であり平

成 20年度と比較して 104 件増加しており、「組織的なグリーン購入の実施市町村

数」は、平成 26 年度から全市町村になっています。 

 また、平成 26 年度に北海道容器包装の簡素化を進める連絡会が実施したレジ

袋の削減に係る調査結果でみると、店舗の形態別のレジ袋辞退率は、スーパー

マーケットで 75.8％、コンビニエンスストアで 55.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これまでの取組により、ごみの減量化に対する意識の向上やマイバッグの持参

などについて一定の成果が認められていますが、実践行動のさらなる定着が必要

です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国のプラスチック資源循環

戦略等に沿った記載に修正 

（２）廃棄物の適正処理 

① 一般廃棄物 

本道における平成 29 年度（2017 年度）のごみの排出量は 187 万トン、１

人１日当たりのごみ排出量は 961 グラムとなっており、ともに減少傾向にあ

りますが、１人１日当たりのごみ排出量は全国平均（938 グラム）に比べ

4.5％多くなっており、一層の排出抑制の取組が必要です。 

（２）廃棄物の適正処理の推進 

① 一般廃棄物 

本道における平成 24 年度のごみの排出量は 201 万トン、１人１日当たりのご

み排出量は 1,004 グラムとなっており、ともに減少傾向にありますが、１人１日

当たりのごみ排出量は全国平均（964 グラム）に比べ４％多くなっており、一層

の排出抑制の取組が必要です。 

 

 

関係データの時点修正 
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なお、１人１日当たり家庭から排出するごみの量は 598 グラムとなってお

り全国平均（594 グラム）とほぼ同程度となっています。 

リサイクル率は 24.3％で、平成 24年度（2012 年度）から 0.7 ポイント増

加し、全国の 20.2％を上回りました。 

しかし、排出量の約３割と推計されている生ごみは、堆肥化やメタン化な

どへの利用が 11％に留まっていることから、排出抑制や分別回収、資源化

に一層取り組む必要があります。 

処理の内訳をみると、計画処理量のうち直接資源化が 2.0％（全国

4.8％）、直接焼却が 64.1％（全国 80.3％）、焼却以外の中間処理が 25.6％

（全国 14.0％）、直接埋立が 8.4％（全国 1.0％）、最終処分が 18.2％（全国

9.5％）であり、全国に比べ直接資源化や直接焼却の割合が低く、直接埋立

や最終処分の割合が高い傾向にあります。 

最終処分量は 32 万トンで減少傾向にありますが、引き続き削減に向けた取

組が必要です 

 

■図５－１ 北海道のごみ処理の状況（平成 29年度） 

■図５－２ ごみの排出量・１人１日当たりの排出量の推移（北海道・全

国） 

■図５－３ リサイクル率の推移（北海道・全国） 

 

 

 

リサイクル率は 23.6％で、平成 19年度から 4.8 ポイント増加し、全国の

20.5％を上回りました。 

しかし、排出量の約３割と推計されている生ごみは、堆肥化やメタン化などへ

の利用が 8.5％に留まっていることから、排出抑制や分別回収、資源化に一層取

り組む必要があります。 

処理の内訳をみると、計画処理量のうち直接資源化が 1.7％（全国 5.0％）、直

接焼却が 61.1％（全国 79.8％）、焼却以外の中間処理が 26.8％（全国 13.9％）、

直接埋立が 10.4％（全国 1.3％）、最終処分が 21.6％（全国 10.9％）であり、全

国に比べ直接資源化や直接焼却の割合が低く、直接埋立や最終処分の割合が高い

傾向にあります。 

最終処分量は 40 万トンで減少傾向にあり、引き続き削減に向けた取組が必要

です。 

 

■図５－１ 北海道のごみ処理の状況（平成 24年度） 

■図５－２ ごみの排出量・１人１日当たりの排出量の推移（北海道・全

国） 

■図５－３ リサイクル率の推移（北海道・全国） 

 

生活系ごみの記載を追加 

 

関係データの時点修正 

② 産業廃棄物 

本道における平成 29 年度（2017 年度）の産業廃棄物の発生量は 4,074 万ト

ンで、そのうち有価物量（発生量のうち、中間処理されることなく他者に有償

で売却された量）を除いた排出量は 3,874 万トンであり、平成 24 年度（2012

年度）と比較すると、発生量、排出量ともにほぼ同量となっています。 

本道の排出量は、全国の約 10％であり、排出量を業種別・種類別にみる

と、本道の産業構造を反映して畜産農業から排出される家畜のふん尿が全体の

50％を占め、次いで製造業や下水道業などから排出される汚泥が 32％を占め

ています。 

平成 24 年度（2012 年度）と比較すると、家畜のふん尿は 158 万トン減少

し、割合では 4ポイント減少、汚泥は 61 万トン増加し割合では 1ポイント増

加しています。 

 

処分の内訳をみると、排出量のうち再生利用率は 56％(2,150 万トン)、中間

処理による減量化率は 43％(1,655 万トン)、最終処分率は２％(68 万トン)と

なっています。 

業種別再生利用量では、農業及び建設業での再生利用率が高く、再生利用量

の 85％を占めています。 

再生利用率は、平成 24年度（2012 年度）と同じですが、全国(平成 29年度

（2017 年度）)の 53％を上回り、また、最終処分量は、平成 24年度（2012 年

② 産業廃棄物  

本道における平成 24 年度の産業廃棄物の発生量は 4,058 万トンで、そのうち

有価物量（発生量のうち、中間処理されることなく他者に有償で売却された量）

を除いた排出量は 3,875 万トンであり、平成 19年度と比較すると、発生量で

２％増加、排出量で１％増加しています。 

排出量を業種別・種類別にみると、本道の産業構造を反映して畜産農業から排

出される家畜のふん尿が全体の 54％を占め、次いで製造業や下水道業などから

排出される汚泥が 31％を占めています。 

 

平成 19 年度と比較すると、家畜のふん尿は 11 万トン増加し、割合では１ポイ

ント減少、汚泥は 11 万トン減少し割合では横ばいとなっています。 

また、本道の排出量は、全国の約 10％であり、業種別では農業の占める割合

が高い傾向にあります。 

処分の内訳をみると、排出量のうち再生利用率は 56％(2,168 万トン)、中間処

理による減量化率は 42％(1,632 万トン)、最終処分率は２％(72 万トン)となっ

ています。 

業種別再生利用量では、農業及び建設業での再生利用率が高く、再生利用量の

88％を占めています。 

再生利用率は、平成 19年度から 4ポイント増加し、全国(平成 24年度)の

55％を上回り、また、最終処分量は、平成 19 年度から 22 万トン削減されました

 

関係データの時点修正 

文言整理 
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度）から 4万トン削減されましたが、最終処分量の多い汚泥（全最終処分量の

27％）、がれき類（同 18％）、廃プラスチック類（同 10％）などは、さらなる

再生利用の取組が必要です。 

引き続き、発生・排出抑制のほか、特に再生利用が進んでいない廃棄物や最

終処分率の高い廃棄物に関しては、リサイクル施設の整備、技術開発、再生品

の利用拡大をより一層進める必要があります。 

地域別にみると、排出量では、多くの地域において、動物のふん尿を除き、

汚泥、がれき類の排出量が多くなっています。 

  最終処分量でも、多くの地域において、汚泥、がれき類が上位を占め、次い

で、ガラスくずコンクリートくず及び陶磁器くずや廃プラスチック類の量が多

くなっています。 

  一方、最終処分率では、地域によって品目に差異が見られます。 

  また、処分地域別最終処分量では、石狩地域、胆振地域が多く、また、空知

地域などでは他地域で排出されたものも多く最終処分されています。 

  これら各地域における産業廃棄物の排出量や最終処分量、最終処分率等

を勘案し、全道的・地域的な循環資源の需給バランスの状況を踏まえたリサイ

クル施設等の整備を進める必要があります。 

 

■図６－１ 北海道の産業廃棄物の処理の状況（平成 29 年度） 

■図６－２ 排出量の推移 

■図６－３ 再生利用率の推移 

■図６－４ 最終処分量の推移 

■図６－５ 処理状況の推移 

■図６－６ 産業廃棄物の種類別排出量（北海道・全国）（平成 29 年度） 

■図６－７ 北海道の産業廃棄物の業種別排出量・再生利用量（平成 29年

度） 

 ■図６－８ 北海道の産業廃棄物の種類別再生利用量・最終処分量（平成 29年

度） 

 ■表５ 各地域において排出量・最終処分量が多い産業廃棄物 

が、再生利用量が少なく最終処分量の多い汚泥（全最終処分量の 41％）、廃プラ

スチック類（同８％）などは、さらなる再生利用の取組が必要です。 

 

引き続き、発生・排出抑制のほか、特に再生利用が進んでいない廃棄物に関し

ては、リサイクル施設の整備、技術開発、再生品の利用拡大をより一層進める必

要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■図６－１ 北海道の産業廃棄物の処理の状況（平成 24 年度） 

■図６－２ 排出量の推移 

■図６－３ 再生利用率の推移 

■図６－４ 最終処分量の推移 

 

■図６－５ 産業廃棄物の種類別排出量（北海道・全国）（平成 24 年度） 

■図６－６ 北海道の産業廃棄物の業種別排出量・再生利用量（平成 24年

度） 

 ■図６－７ 北海道の産業廃棄物の種類別再生利用量・最終処分量（平成 24

年度） 

 

 

 

 

 

 

地域別の解析を追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表の追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 不法投棄等の不適正処理 

道内の市町村が把握した一般廃棄物の不法投棄の判明件数は、平成 29 年度

（2017 年度）で 9,164 件であり、このうち生活系ごみが 6,278 件（68.5％）、事

業系ごみが 239 件(2.6％)、不明が 2,647 件(28.9％）となっており、過去 10年

間の推移を見ると、不法投棄の件数は平成 23 年度までゆるやかな増加傾向でし

たが、平成 24年度以降は減少傾向にあります。 

品目別では、廃タイヤが 8,259 本と最も多く、次に廃家電（家電リサイクル法

対象品目と対象外品目の合計）が 3,779 台となっています。 

不法投棄が確認された場所は、公道が最も多く 4,389 件、続いて、ごみ収集場

所 2,846 件、山林 638 件、民有地 487 件等となっており、その対応状況は、市町

村による撤去が 8,398 件、警察へ通報したものが 259 件、投棄者に対する撤去指

③ 不法投棄 

道内の市町村が把握した一般廃棄物の不法投棄は、平成 24年度で 13,908 件で

あり、このうち生活系ごみが 9,034 件（64.9％）、事業系ごみが 509 件(3.7％)、

不明が 4,365 件(31.4％）となっており、過去 10年間の推移を見ると、ゆるやか

な増加傾向にあります。 

 

品目別では、廃タイヤが 19,078 本と最も多く、次に廃家電（家電リサイクル

法対象品目と対象外品目の合計）が 8,833 台となっています。 

産業廃棄物の不法投棄の判明件数は、平成 19 年度からの傾向でみると、投棄

件数は減少していますが、投棄量は増減を繰り返し、平成 24年度は 10件（2,586

トン）あり、このうち投棄量 10 トン以上の事案は 4 件（2,566 トン）となって

 

関係データの時点修正 

文言整理 

 

 

 

関係データの時点修正 

 

文言整理 
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導等が 201 件等となっています。 

産業廃棄物の不法投棄の判明件数は、横ばい傾向にあり、平成 29 年度（2017

年度）は８件でした。不法投棄量の 88.4％が行為者不明となっており、また、品

目別では 92.2％が、がれき類や木くずなどの建設系廃棄物で占められています。 

不法投棄等の不適正処理は、減少傾向にあるものの、未だ撲滅には至っていま

せん。長期化すると、原状回復が進まない傾向にあるため、その未然防止や早期

対応を行う必要があります。 

■図７－１ 不法投棄判明状況の推移（一般廃棄物） 

■図７－２ 不法投棄判明状況の推移（産業廃棄物） 

 

います。 

また、平成 24 年度の不法投棄実行者の 80％は排出事業者であり、投棄された

廃棄物量の 99.7％は、がれき類や木くずなどの建設系廃棄物で占められていま

す。 

不法投棄や不適正保管は、長期化すると、原状回復が進まない傾向にあるため、

その未然防止や早期対応が重要です。 

 

 ■図７－１ 不法投棄判明状況の推移（一般廃棄物） 

■図７－２ 不法投棄判明状況の推移（産業廃棄物） 

 

 

 

 

 

文言整理 

④ 災害廃棄物の処理体制の整備 

震災や水害等の災害時に、市町村区域内の廃棄物処理に支障を来さないよ

う、あらかじめ市町村内の組織、体制を整備しておくことや、業界団体、民

間企業等との協力体制を整備する必要があります。 

また、東日本大震災、胆振東部地震で経験したような大規模災害時に迅速

に対処するための施策を確立することが求められており、道は、災害廃棄物

の処理が適正かつ円滑、迅速に進められるよう、平成 30 年（2018 年）３月

に、「北海道災害廃棄物処理計画」を策定したところですが、各市町村にお

いて、災害廃棄物の仮置場の確保、市町村の体制の整備、発災時の処理先の

確保など具体的な対応を網羅した市町村計画の策定は進んでいないことか

ら、国と連携して市町村に対する計画策定に係る支援等を行う必要がありま

す。 

  

災害廃棄物の処理体制につ

いて項目を追加 

 

（３）バイオマスの利活用 

 本道における平成 28年度（2016 年度）のバイオマスの発生量（湿潤重量

ベース）は、年間 3,736 万トンと推定され、家畜ふん尿や有機性汚泥などの「廃

棄物系バイオマス」が 3,489 万トンで全体の 93％を占め、農作物非食用部など

の「未利用バイオマス」が 247 万トンで全体の 7％となっています。 

 また、一般廃棄物の排出量と産業廃棄物の発生量を合わせた 4,090 万トンのう

ち、「廃棄物系バイオマス」が 85％を占めています。 

 バイオマスの発生量（炭素量換算ベース）年間 335 万トンのうち、利活用仕向

量（炭素量換算ベース）は年間 288 万トンと推定され、発生量の 86％がエネル

ギーや肥料の原材料などとして利活用されている状況です。 

 廃棄物系バイオマスの利活用率は、平成 19 年度（2007 年度）から 6.1 ポイン

ト増加し、未利用系バイオマスは、17.7 ポイント増加しています。 

廃棄物系バイオマスでみると、その 55％（炭素量換算では 43％）を占める家畜

のふん尿は、そのほとんどが堆肥として農地還元されてきましたが、道東をはじ

めとする地域では、バイオガス化によるエネルギー利用を図るとともに、消化液
＊の液肥利用や戻し堆肥＊の敷料利用などの複合的利用が進められており、今後

は、地域の実情に応じて、このような取組を促進していくことが必要です。 

また、利活用が進んでいない生ごみ（食品廃棄物）（利活用率 11.0%）は、食

（３）バイオマスの利活用 

本道における平成 24 年度のバイオマスの発生量（湿潤重量ベース）は、年間

3,922 万トンと推定され、家畜ふん尿や有機性汚泥などの「廃棄物系バイオマ

ス」が 3,683 万トンで全体の 94％を占め、農作物非食用部などの「未利用バイ

オマス」が 239 万トンで全体の 6％となっています。 

 また、一般廃棄物の排出量と産業廃棄物の発生量を合わせた 4,413 万トンのう

ち、「廃棄物系バイオマス」が 83％を占めています。 

 バイオマスの発生量（炭素量換算ベース）年間 349 万トンのうち、利活用仕向

量（炭素量換算ベース）は年間 289 万トンと推定され、発生量の 83％がエネル

ギーや肥料の原材料などとして利活用されている状況です。 

 廃棄物系バイオマスの利活用率は、平成 19 年度から 4.5 ポイント増加し、未

利用系バイオマスは、6.6 ポイント増加しています。 

廃棄物系バイオマスでみると、その 57％（炭素量換算では 45％）を占める家畜

のふん尿は、そのほとんどが堆肥として農地還元されていますが、道東をはじめ

とする地域では、バイオガス化によるエネルギー利用を図るとともに、消化液＊

の液肥利用や戻し堆肥＊の敷料利用などの複合的利用が進められており、今後

は、地域の実情に応じて、このような取組を促進していくことが必要です。 

また、利活用が進んでいない生ごみ（食品廃棄物）（利活用率 8.5%）は、食品

・関係データの時点修正 

・木質バイオマスに係る状

況の変化について、一部文

言を修正した。 

・H24→H28 

 

・利用率が８％

から４０％に跳

ね上がったが、

「新たな課題に

より伸び率の鈍

化が懸念され

る」ため記載 
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品ロスの削減等による発生抑制を進めるとともに、道内でも取組例がある下水汚

泥等と混合したバイオガス化によるエネルギー利用など、他のバイオマスと複合

的に再資源化する取組なども促進していくことが必要です。 

未利用バイオマスでみると、稲わら等の農作物非食用部は、適切な施肥技術等

に基づき、堆肥の水分調整や農地にすき込む農地還元が進められていますが、直

接農地にすき込むことが適さない地域では、エネルギー利用を図る取組を進めて

おり、今後、このような取組も促進していくことが必要です。 

また、利活用が進んでいなかった林地未利用材は、家畜敷料などのほか、地域

の熱源や新たに木質バイオマス発電用燃料としてのエネルギー利用が進み（利活

用率 8％→40％）、大規模な需要に対応してきましたが、新たに伐採・搬出に係

る労働力やコスト等の課題、FIT 制度の利用を見込んでいた発電計画の停滞など

が課題となっています。今後はこれらの課題に対応しながら、地域特性に応じた

利活用を進めることが重要です。 

また、平成 30年（2018 年）9月に発生した胆振東部地震に伴うブラックアウ

ト（北海道全域の停電）の経験も踏まえ、自立分散型の社会の形成によるエネル

ギーの地産地消を促進していくことが必要となっています。 

〇バイオマスの種類 

廃棄物系バ

イオマス 

家畜ふん尿、有機性汚泥、下水汚泥、黒液＊、し尿等、食品

廃棄物、紙類・紙くず、木くず 

未利用 

バイオマス 

農作物非食用部（稲わら、もみ殻、麦かん）、林地残材 

 

■図８－１ バイオマス発生量（湿潤重量ベース）（平成 28年度） 

■図８－２ バイオマス発生量・利活用仕向量（炭素量換算ベース）（平成

28 年度) 

 

ロスの削減等による発生抑制を進めるとともに、道内でも取組例がある下水汚泥

等と混合したバイオガス化によるエネルギー利用など、他のバイオマスと複合的

に再資源化するなどの取組も、促進していくことが必要です。 

未利用バイオマスでみると、稲わら等の農作物非食用部は、適切な施肥技術等

に基づき、堆肥の水分調整や農地にすき込む農地還元が進められていますが、直

接農地にすき込むことが適さない地域では、エネルギー利用を図る取組を進めて

おり、今後、このような取組も促進していくことが必要です。 

また、利活用が進んでいない林地残材（利活用率 8％）は、家畜敷料などのほ

か、地域の熱源としてのエネルギー利用が進みつつあり、新たに木質バイオマス

発電用燃料としての大規模な需要も見込まれています。今後は、搬出コストの低

減などを図り、地域特性に応じた利活用を進めることが重要です。 

  

 

 

 

 

〇バイオマスの種類 

廃棄物系バ

イオマス 

家畜ふん尿、有機性汚泥、下水汚泥、黒液＊、し尿等、食品

廃棄物、紙類・紙くず、木くず 

未利用 

バイオマス 

農作物非食用部（稲わら、もみ殻、麦かん）、林地残材 

 

■図８－１ バイオマス発生量（湿潤重量ベース）（平成 24年度） 

■図８－２ バイオマス発生量・利活用仕向量（炭素量換算ベース）（平成

24 年度) 

 

（４）循環型社会ビジネスの振興 

 循環型社会ビジネスは、循環型社会の構築に貢献するビジネスのことであ

り、廃棄物処理や資源有効利用に資する製品・サービスを提供する産業が含ま

れ、平成 29 年度（2017 年度）における国内の市場規模は、約 50 兆円、雇用規

模は約 152 万人と推計されています（出典：環境省）。 

道内では、鉄スクラップやアルミニウム、古紙等の様々な循環資源のリサイ

クルが行われているほか、道内製造業出荷額の約３割を占める食品産業や農林

水産業等に由来する多様かつ豊富に賦存するバイオマスのエネルギーや飼肥料

等への利活用が進められています。 

これは、循環利用の促進や地球温暖化の防止、さらには地域循環共生圏の形成

を図り、地域循環や地域の活性化にもつながる取組となっています。 

 

 

 

（４）循環型社会ビジネスの振興 

循環型社会ビジネスは、循環型社会の構築に貢献するビジネスのことであり、

廃棄物処理や資源有効利用に資する製品・サービスを提供する産業が含まれ、平

成 24年度における国内の市場規模は、約 44兆円、雇用規模は約 138 万人と推計

されています（出典：環境省資料）。 

道内では、鉄スクラップやアルミニウム、古紙等の様々な循環資源のリサイク

ルが行われているほか、道内製造業出荷額の約４割を占める食品産業や農林水産

業等に由来する多様かつ豊富に賦存するバイオマスのエネルギーや飼肥料等への

利活用が進められています。 

また、製材工場残材や、間伐等の森林整備に伴い発生する林地残材等の木質バ

イオマスの利活用を図り、建設資材や敷材等の原料としてのマテリアルリサイク

ルに加え、公共施設の暖房や工場等の熱源としてエネルギー利用が進められ、循

環利用の促進や地球温暖化の防止、さらには地域の活性化にもつながる取組と

なっています。 

 

 

 

・関係データの時点修正 

・現況の追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・環境省（H30 環

境産業市場規模

推計等委託業務

報告書） 
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その一方、汚泥や廃プラスチック、建設混合廃棄物などリサイクルが進んでい

ない産業廃棄物があり、地域的な課題も見られるため、循環型社会ビジネスの展

開に当たっては、地域住民等の理解の下、収集・運搬に係るコスト、季節的に変

動する原料の安定確保、新技術の開発等の課題に対して、地域や循環産業の特性

に応じて、動脈産業と静脈産業の緊密な連携により、循環資源製品の生産・供給

システムの強化、製品の利用促進を図り、循環の環をつなぎ広げていくことが必

要です。 

また、道では、循環資源利用促進税事業を活用した循環資源の循環的な利用を

促進する設備の整備や技術開発などへの支援、北海道リサイクル製品認定制度の

運用により、循環ビジネスの振興を図っています。 

循環資源利用促進施設設備整備費補助事業は、産業廃棄物の排出抑制・減量

化、リサイクルに係る施設設備の整備費用を補助するもので、平成 27 年度から

平成 30 年度には、廃プラスチック類の再資源化施設などの施設設備整備 80件に

対し、補助を行っています。 

また、認定制度では、水産加工場から排出されるホタテ貝殻を原料とした

チョーク、段ボール古紙を原料とした一斗缶に替わる水性塗料用容器、間伐材

チップを原料とした木質繊維断熱材、間伐材や家畜ふん尿などを原料とした緑化

基盤材など、資源を有効利用した多様な製品を、北海道リサイクル製品として認

定しています。認定製品は平成 30年度（2018 年度）末で 196 製品となり、平成

20 年度（2008 年度）と比較し 92 製品増加していますが、リサイクル製品の利用

拡大を図るため、認定製品の更なる増加が望まれます。 

 

■表６ 循環資源利用促進税事業の実施状況 

 

一方、循環型社会ビジネスの展開に当たっては、地域住民等の理解の下、収

集・運搬に係るコスト、季節的に変動する原料の安定確保、新技術の開発等の課

題に対して、動脈産業と静脈産業の緊密な連携により、循環資源製品の生産・供

給システムの強化、製品の利用促進を図り、循環の環をつなぎ広げていくことが

必要です。 

 

 

また、道では、循環資源利用促進税事業を活用した循環資源の循環的な利用を

促進する施設設備の整備や技術開発などへの支援、北海道リサイクル製品認定制

度の運用により、循環ビジネスの振興を図っており、近年は、水産加工場から排

出されるホタテ貝殻を原料としたチョーク、段ボール古紙を原料とした一斗缶に

替わる水性塗料用容器、間伐材チップを原料とした木質繊維断熱材など、資源を

有効利用した多様な製品を、北海道リサイクル製品として認定しています。 

「北海道認定リサイクル製品数」は平成 25年度で 136 製品となり、平成 20 年

度と比較し 27製品増加していますが、リサイクル製品の利用拡大を図るなど、

認定製品の更なる増加が望まれます。 

 

 

■表５ 循環資源利用促進税事業の実施状況 

 

・現況の追加 

 

 

 

 

 

 

・用語整理 

・取組に循環税事業を追記 

・数字の修正 
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第３章 循環型社会の形成に関する施策の基本的方針と指標 

１ 循環型社会の形成に関する施策の基本的方針 

北海道が目指す循環型社会の形成に関する施策は、循環条例に即して「３Ｒの

推進」、「廃棄物の適正処理の推進」、「バイオマスの利活用の推進」、「リサイクル

関連産業を中心とした循環型社会ビジネスの振興」の４つを基本事項として展開

します。 

また、施策の展開に当たっては、第１章４で示した環境基本計画の５つの項目

や、第４次循環計画を踏まえるとともに、次の事項を前提に進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

以下、循環型社会の実現に向けた方向性を、上に述べた循環条例に則した４つ

の基本事項から概観します。 

また、ＳＤＧs との関係がわかるよう、本項には関連性の高い主なゴールを記

載しました。 

（１）３Ｒの推進 

① 環境に配慮したライフスタイル・事業活動への変革 

道民、事業者、行政などの各消費者では、ごみの減量化やリサイクルを意識

第３章 循環型社会の形成に関する施策の基本的な方針と指標 

１ 循環型社会の形成に関する施策の基本的な方針 

北海道が目指す循環型社会の形成に関する施策は、循環条例に即して「３Ｒの

推進」、「廃棄物の適正処理の推進」、「バイオマスの利活用の推進」、「リサイクル

関連産業を中心とした循環型社会ビジネスの振興」の４つを基本事項として展開

します。 

また、施策の展開に当たっては、環境基本計画の５つの項目を視点とし、第３

次循環計画を踏まえるとともに、施策を推進する際には、次のことを前提に進め

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以下、循環型社会の実現に向けた方向性を、この４つの基本事項から概観しま

す。 

 

 

（１）３Ｒの推進 

① 環境に配慮したライフスタイル・事業活動への変革 

道民、事業者、行政などの各消費者では、ごみの減量化やリサイクルを意識

 

国の循環計画の記載に沿っ

た記載に修正 

SDGs の記載を追加 

記載内容の整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 廃棄物等の処理に由来する環境負荷をできる限り低減するため、第

１に発生抑制＊（リデュース）、第２に再使用＊（リユース）、第３に再

生利用＊（マテリアルリサイクル＊、ケミカルリサイクル＊）、第４に熱

回収＊（サーマルリサイクル＊）、最後に適正処分という優先順位を踏

まえること。 

○ 循環的な利用（再使用、再生利用及び熱回収）及び処分に当たって

は、環境の保全上支障が生じないように適正に行うこと。 

 

 

○ 道民、ＮＰＯ・ＮＧＯ等、事業者、行政の各主体が役割を分担し、

それぞれが自主的に又は互いに連携、協働して取組が進められるこ

と。 

○ 環境的側面、経済的側面、社会的側面を統合的に向上させる取組を

目指すこと。 

○ 地域特性に応じた自立・分散型の社会を形成しつつ、自然的なつな

がり、経済的つながりを深め、地域間で補完し合う「地域循環共生圏」

形成による地域活性化を目指すこと。 

○ 環境保全上の支障が生じないことを前提に「必要なモノ・サービス

を、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供する」ことにより、「ラ

イフサイクル全体での資源循環の徹底」が進められること。 

○ 廃棄物等の処理に由来する環境負荷をできる限り低減するため、第

１に発生抑制＊（リデュース）、第２に再使用＊（リユース）、第３に再

生利用＊（マテリアルリサイクル＊、ケミカルリサイクル＊）、第４に熱

回収＊（サーマルリサイクル＊）、最後に適正処分という優先順位を踏

まえること。 

○ 循環的な利用（再使用、再生利用及び熱回収）及び処分に当たって

は、治安や景観の回復、地域の再活性化、自然再生等を含めた地域環

境の再生が図られるとともに、環境の保全上支障が生じないよう災害

発生時にも適正に行うこと。 

○ 道民、ＮＰＯ・ＮＧＯ等、事業者、行政の各主体が役割を分担し、

それぞれが自主的に又は互いに連携、協働して取組が進められるこ

と。 
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し、環境にやさしい物品を購入する、また、「いわゆる『使い切り』のプラス

チックの排出抑制」や「分別回収の徹底」といった“プラスチックとの賢い付き

合い方”を実践するなどの、環境に配慮したライフスタイルが定着しています。 

事業者では、環境にやさしい物品の設計、製造、流通、販売に努めるなどの、

環境に配慮した事業活動が進んでいます。 

② 廃棄物等の有効利用システムの構築 

排出事業者とリサイクル事業者などの異業種間の連携が図られるとともに、循

環資源の物流システムや循環的利用施設の整備、技術開発が進むなど、リサイク

ルシステムの構築が図られます。 

③ 環境と調和した主要産業の発展 

本道の主要産業では、循環資源の有効利用が進み、環境と調和した持続可能な

発展が図られます。 

農業では、クリーン農業や持続性の高い有機農業の推進、家畜ふん尿や農業用

廃プラスチックなどの農業生産活動から生じる廃棄物等の有効利用や適正な処理

が進みます。 

林業では、地域材の利用が拡大し、森林資源の循環利用を通じた地球温暖化防

止や健全な森林づくりが進みます。 

水産業では、水産系廃棄物等の有効利用や適正な処理が進みます。 

 建設業では、建設リサイクルの推進とともに、建設生産物の長寿命化や省エネ

ルギー化に向けた技術開発が進みます。 

観光産業では、観光地等におけるごみの散乱防止はもとより、廃棄物の発生・排

出抑制等に配慮した取組が進みます。 

し、環境にやさしい物品を購入するなどの、環境に配慮したライフスタイルが定

着しています。 

事業者では、環境にやさしい物品の設計、製造、流通、販売に努めるなどの、

環境に配慮した事業活動が進んでいます。 

 

② 廃棄物等の有効利用システムの構築 

排出事業者とリサイクル事業者などの異業種間の連携が図られるとともに、循

環資源の物流システムや循環的利用施設の整備、技術開発が進むなど、リサイク

ルシステムの構築が図られます。 

③ 環境と調和した主要産業の発展 

本道の主要産業では、循環資源の有効利用が進み、環境と調和した持続可能な

発展が図られます。 

農業では、クリーン農業や持続性の高い有機農業の推進、家畜ふん尿や農業用

廃プラスチックなどの農業生産活動から生じる廃棄物等の有効利用や適正な処理

が進みます。 

林業では、地域材の利用が拡大し、森林資源の循環利用を通じた地球温暖化防

止や健全な森林づくりが進みます。 

水産業では、水産系廃棄物等の有効利用や適正な処理が進みます。 

 建設業では、建設リサイクルの推進とともに、建設生産物の長寿命化や省エネ

ルギー化に向けた技術開発が進みます。 

観光産業では、観光地等におけるごみの散乱防止はもとより、廃棄物の発生・

排出抑制等に配慮した取組が進みます。 

 

文言修正 

 

プラスチックス

マートキャン

ペーンの記載を

追加 

（２）廃棄物の適正処理の推進 

排出者責任＊の徹底が図られ、発生・排出抑制、循環的な利用を行っても、最

終的に処理しなければならない廃棄物は、環境保全上の支障が生じないよう適正

な処分が行われます。 

排出事業者、廃棄物処理業者、市町村等による廃棄物の排出から最終処分まで

の管理体制の整備が図られ、廃棄物処理施設の整備が進められるとともに、廃棄

物処理施設による環境への負荷を低減するための措置や適正な維持管理が行われ

ます。 

 

 

不法投棄等の不適正処理を未然に防止するため、普及啓発と併せて、関係機関

と連携した監視・通報受理体制が構築されます。 

不適正処理が行われた場合において、生活環境保全上の支障が生ずるおそれが

あるときは、原因者等の責任において支障の除去等の措置を行わせることで、周

辺環境への汚染防止が図られます。 

また、災害廃棄物の処理体制の整備については、各市町村の計画策定が進み、

仮置場の確保、市町村の体制の整備、発災時の処理先の確保などが図られるとと

もに、発災に備え、平常時から道内における広域的な相互協力体制の構築のため、

（２）廃棄物の適正処理の推進 

排出者責任＊の徹底が図られ、発生・排出抑制、循環的な利用を行っても、最

終的に処分しなければならない廃棄物は、環境保全上の支障が生じないよう適正

な処分が行われます。 

排出事業者、廃棄物処理業者、市町村等による廃棄物の排出から最終処分まで

の管理体制の整備が図られ、優れた廃棄物管理を行っている排出事業者及び廃棄

物処理業者が社会的に高い評価を受けています。 

排出事業者、廃棄物処理業者、市町村等により必要な廃棄物処理施設の整備が

進められるとともに、廃棄物処理施設による環境への負荷を低減するための措置

や適正な維持管理が行われます。 

不法投棄や道外廃棄物の不適正な持込みを防止するため、関係機関の連携によ

る監視体制が充実されるとともに、不法投棄や不適正処理が行われた場合は、原

因者に原状回復させるなどして、周辺環境への汚染防止が図られます。 

廃棄物処理に関する様々な情報が提供・公表されることにより、その透明性、

信頼性が確保されていきます。 

 

 

・「処分」→｢処理｣に統一、 

以降同じ 

 

 

 

 

 

 

・文言整理 

国の基本方針の趣旨に沿っ

て修正 

 

 

災害廃棄物の記載を追加 
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国、市町村、関係機関、関係団体との情報共有や連携を密にすることにより、災

害廃棄物が大量に発生した場合にあっても、生活環境保全上の支障を生じること

なく、適正かつ円滑、迅速に処理が進められ、速やかな被災地の復旧・復興が図

られます。 

（３）バイオマスの利活用の推進 

北海道に豊富に賦存するバイオマスが、持続的かつ、より環境負荷の少ない手

法で利活用され、得られたエネルギーの地産地消が普及することで、地域循環共

生圏の形成が促進されます。 

地域に広く薄く賦存するバイオマスの発生状況や地域特性に応じ、利活用シス

テム全体の経済性の確保や環境負荷の少ない利活用技術の高度化、新技術の開

発、効率的な収集・運搬体制の構築が進みます。 

バイオマスの複合的利用や高度利用が進み、より効率的・効果的な利活用が図

られるとともに、化石資源等の消費の抑制や、農林水産業と環境産業の連携が進

みます。 

（３）バイオマスの利活用の推進 

北海道に豊富に賦存するバイオマスが、持続的かつ、より環境負荷の少ない手

法で利活用され、地域循環圏の高度化や分散型の再生可能エネルギーとしての利

用が進みます。 

地域に広く薄く賦存するバイオマスの発生状況や地域特性に応じ、利活用シス

テム全体の経済性の確保や環境負荷の少ない利活用技術の高度化、新技術の開

発、効率的な収集・運搬体制の構築が進みます。 

バイオマスの複合的利用や高度利用が進み、より効率的・効果的な利活用が図

られるとともに、化石資源等の消費の抑制や、農林水産業と環境産業の連携が進

みます。 

 

地域循環共生圏の考え方を

記載 

 

（４）リサイクル関連産業を中心とした循環型社会ビジネスの振興 

石炭鉱業や鉄鋼業、パルプ・紙製造業などで培われた技術、ノウハウがリサイ

クル分野へ展開され、異業種間・産学官連携による技術導入・事業化が進み、地

域特性を考慮した先進的なリサイクル施設や静脈物流が整備されます。 

引き続き「北海道リサイクル製品認定制度＊」、「北海道リサイクルブランド
＊」など「北海道再生品利用拡大方針＊」に基づく仕組みにより、再生品の利用

を拡大し、循環型社会に係るビジネス環境の向上が図られます。 

行政や大学等の研究機関による情報提供、技術・財政支援などにより、事業化

等に際しての様々な課題に対する事業者の経営基盤の強化等が図られ、リサイク

ル関連産業の創出や関連企業の立地が促進されます。 

 道民、事業者等の各主体によるリース、レンタル及びリペア、シェアリングな

どのサービスや中古品・再生品及びリサイクルしやすい製品の積極的な利用な

ど、環境に配慮した取組が誘因となり、循環型社会ビジネスの市場が拡大されま

す。 

（４）リサイクル関連産業を中心とした循環型社会ビジネスの振興 

石炭鉱業や鉄鋼業、パルプ・紙製造業などで培われた技術、ノウハウがリサイ

クル分野へ展開され、異業種間・産学官連携による技術導入・事業化が進み、地

域特性を考慮した先進的なリサイクル施設や静脈物流が整備されます。 

「北海道リサイクル製品認定制度＊」、「北海道リサイクルブランド＊」など

「北海道再生品利用拡大方針＊」に基づく仕組みにより、リサイクル関連産業へ

の新規事業者の参入が進みます。 

行政や大学等の研究機関による情報提供、技術・財政支援などにより、事業化

等に際しての様々な課題に対する事業者の経営基盤の強化等が図られ、リサイク

ル関連産業の創出や関連企業の立地が促進されます。 

 道民、事業者等の各主体によるリース、レンタル及びリペアなどのサービスや

中古品・再生品及びリサイクルしやすい製品の積極的な利用など、環境に配慮し

た取組が誘因となり、循環型社会ビジネスの市場が拡大されます。 

 

現状に対応した記載に修正 

 

２ 循環型社会の形成のための指標及び数値目標 

本計画で設定する指標は、環境基本計画や「北海道廃棄物処理計画」（以下

「処理計画」という。）との整合のほか、第４次循環計画、廃棄物処理法に基づ

く国の基本方針等を踏まえて設定します。 

 

 

２ 循環型社会の形成のための指標及び数値目標 

本計画で設定する指標は、環境基本計画や「北海道廃棄物処理計画」（以下

「処理計画」という。）との整合のほか、第３次循環計画、廃棄物処理法に基づ

く国の基本方針等を踏まえて設定します。 

 

 

 

時点修正 

 

（１）物質フロー指標及び目標 

循環型社会を形成するためには、経済社会における「ものの流れ」（物質フ

ロー）を把握し、その向上を図っていく必要があります。 

３つの断面のうち、「循環」、「出口」を代表する指標として、「循環利用率」、「最

終処分量」に廃棄物の処理に関する目標などを踏まえ、次のとおり目標を設定し

（１）物質フロー指標 

循環型社会を形成するためには、経済社会における「ものの流れ」（物質フ

ロー）を把握し、その向上を図っていく必要があります。 

３つの断面のうち、「循環」、「出口」を代表する指標として、「循環利用率」、

「最終処分量」に廃棄物の処理に関する目標などを踏まえ、次のとおり目標を設

標題の記載を統一 
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ます。 

 

■図９ 物質フローの模式図（北海道）（目標年次：令和６年度） 

定します。 

 

■図９ 物質フローの模式図（北海道）（目標年次：平成 31 年度） 

 

 

 

年次の修正 

 

指     標 
現状 

（平成 29年度） 

目標（令和６年度） 

現状との比較 

循環利用率 

［＝循環利用量÷総物質投

入量］ 

15.7％ 

17％ 

1.3 ポイント増 

最終処分量 

［＝一般廃棄物最終処分量

＋産業廃棄物最終処分量］ 

100 万トン 

82 万トン以下 

約 14％削減 

 

区      分 
現状 

（平成 24年度） 

目標（平成 31年度） 

現状との比較 

循環利用率 

［＝循環利用量÷総物質投

入量］ 

14.5％ 

16％ 

1.5 ポイント増 

最終処分量 

［＝一般廃棄物最終処分量

＋産業廃棄物最終処分量］ 

112 万トン 

86 万トン以下 

約 23％削減 

 

 

指標の記載については、「区

分」→「指標」に修正（以下

同じ） 

新たな目標の設定 

現状及び国の循

環計画を踏まえ

て記載 

（２）取組指標及び目標 

 

（２）取組指標及び目標 

施策の４つの基本事項に関連する代表的な項目を指標とし、現状と将来予測、

環境基本計画及び処理計画の目標値などを勘案して、次のとおり目標を設定しま

す。 

 

 

 

 

変更なし 

 

① 環境に配慮した取組の推進 

【道民】 

指    標 現状(令和元年度) 目標（令和６年

度） 

ごみ減量化、再使用・

再利用のための具体

的行動（道民意識調査

結果） 

意識度：93.2※１％ 

実践度：21～68※２％ 

意識度：95％以上 

実践度：60～80％

以上 

※１ 意識度：「ごみを減らしたいと考えている」と回答した割合。 

※２ 実践度：「いつもリサイクルなどに取り組んでいる」と回答した割合（60％）から、 

「ときどき取り組んでいる」と回答した割合を含めた範囲を目標とし、「いつも 

取り組んでいる」割合の底上げを図る。 

① 環境に配慮した取組の推進 

【道民】 

区     分 現状(平成 26 年度) 目標（平成 31年

度） 

ごみ減量化、再使用・

再利用のための具体

的行動（道民意識調査

結果） 

意識度：94.9％ 

実践度：35.5～78.8％ 

意識度※１：95％以

上 

実践度※２：60～

80％以上 

※１ 意識度：「ごみを減らしたいと考えている」と回答した割合。 

※２ 実践度：「いつもリサイクルなどに取り組んでいる」と回答した割合（60％）から、 

「ときどき取り組んでいる」と回答した割合を含めた範囲を目標とし、「いつも 

取り組んでいる」割合の底上げを図る。 

 

 

新たな目標の設定 

体裁の修正 

 

 

（補助指標に移行） 

【事業者】 

区     分 現状(平成 25 年度) 

目標（平成 29年

度）※１ 

現状との比較 

環境管理システムの

認証取得事業所数※

２ 

651 件※３ 

780 件 

約 130 件増加 

※１「北海道環境基本計画[第２次計画]」の目標値に準じて設定 

CSR 活動など環境管理シス

テムに依らない経営手法が

一般化してきていることか

ら、補助指標に変更 
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※２ ３種類の環境管理システム（国際規格の「ISO14001」、環境省が策定した中小企業向け

の「エコアクション 21（EA21）」、北海道独自の「北海道環境マネジメントシステム・ス

タンダード（HES）」の認証を取得している道内事業所数の合計（累積））。 

※３ ISO14001 認証等取得事業所数 410 件、EA21 認証・登録事業者数 130 件  HES 認証登録

事業者数 111 件 

 

（削除） 【市町村】 

区     分 現状(平成 26 年度) 目標（平成 31年

度） 

グリーン購入の全庁

的実施市町村 

 

※グリーン購入の実施市

町村 

145 市町村 (81％) 

 

※179 市町村（100%） 

すべての市町村が

全庁で組織的に実

施 

※すべての市町村が

組織的に実施 

※は平成 26 年度までの内容 

 

 

 

 

 

 

目標をほぼ達成したため指

標から削除 

 

② 廃棄物の適正処理の推進 

 

 

指     標 現状（平成 29年度） 
目標（令和６年度） 

現状との比較 

一般廃棄物の排出量 187 万トン 
170 万トン以下 

約 10％削減 

一般廃棄物の１人１日当たり排出量 961 グラム／人・日 
900 グラム／人・日以下 

約 5％削減 

産業廃棄物の排出量 3,874 万トン 
3,750 万トン以下 

約 3％削減 

一般廃棄物のリサイクル率 24.3％ 
30％以上 

約 6ポイント増加 

産業廃棄物の再生利用率 55.5％ 
57％以上 

1.5 ポイント増加 

一般廃棄物の最終処分量 32 万トン 
25 万トン以下 

約 20％削減 

産業廃棄物の最終処分量 68 万トン 
57 万トン以下 

約 16％削減 

② 廃棄物の適正処理の推進 

区    分 現状（平成 24年度） 
目標（平成 31年度） 

現状との比較 

一般廃棄物の排出量 201 万トン 
180 万トン以下 

約 10％削減 

一般廃棄物の１人１日当たり排出量 1,004 グラム／人・日 
940 グラム／人・日以下 

約 6％削減 

産業廃棄物の排出量 3,875 万トン 
3,900 万トン以下 

平成 24 年度同程度 

一般廃棄物のリサイクル率 23.6％ 
30％以上 

6.4 ポイント増加 

産業廃棄物の再生利用率 55.9％ 
57％以上 

1.1 ポイント増加 

一般廃棄物の最終処分量 40 万トン 
29 万トン以下 

28％削減 

産業廃棄物の最終処分量 72 万トン 
57 万トン以下 

21％削減 

 

 

 

新たな目標の設定 
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③ バイオマスの利活用の推進 

【バイオマス利活用率（炭素量換算）】 

指    標 現状（平成 28年度） 目標（令和４年度） 

廃棄物系バイオマス利活用率 89.8％ 90％以上 

未利用バイオマス利活用率 71.5％ 70％以上 

※「目標」は北海道バイオマス活用推進計画の目標年度、目標値。なお、社会的情勢により

変動が大きいものと考えられるため、同計画の改定・見直しの際に考慮するものとします。 

【バイオマス活用推進計画等策定市町村数】 

指    標 現状（平成 30年度） 目標（令和４年度） 

バイオマス活用推進計画等

策定市町村 

54 市町村 60 市町村 

※「目標」年度と市町村数は「北海道バイオマス活用推進計画」と同じ 

※計画には、バイオマス産業都市構想などの関連計画を含みます。 

 

③ バイオマスの利活用の推進 

【バイオマス利活用率（炭素量換算）】 

区   分 現状（平成 24年度） 目標（平成 31年度） 

廃棄物系バイオマス利活用率 88.2％ 90％以上 

未利用バイオマス利活用率 60.4％ 70％以上 

 

 

【バイオマス活用推進計画等策定市町村数】 

区  分 現状（平成 26年度） 目標（平成 31年度） 

バイオマス活用推進計画等

策定市町村 

44 市町村 50 市町村 

※計画には、バイオマス産業都市構想などの関連計画を含みます。 

 

・時点修正 

・目標年度の変更 

 ※を付して、「北海道バイ

オマス活用推進計画」の

目標年度である H34 を記

載。 

・目標年度の利活用率の変

更 

・H24→H28、H30 

・本計画の新目

標年度である令

和 11 年度はバ

イオマス計画で

は想定していな

いため。 

・バイオマス計

画では、H34 に

おける「廃棄物

系」「未利用」の

形式では率を出

していないた

め、項目からの

推計値を掲載す

る。（正確には

廃：96.6%、未：

74.6％） 

④ リサイクル関連産業を中心とした循環型社会ビジネスの振興 

【廃棄物の処理に関する指標及び目標（再掲）】 

廃棄物・リサイクル分野に関する循環型社会ビジネスの推進による、市場の拡

大等の結果として、廃棄物の排出が抑制され循環的な利用が進むことから、「廃棄

物の適正処理の推進」の「一般廃棄物の排出量」、「産業廃棄物の排出量」、「一般廃棄

物のリサイクル率」、「産業廃棄物の再生利用率」を目標とします。 

④ リサイクル関連産業を中心とした循環型社会ビジネスの振興 

【廃棄物の処理に関する目標（再掲）】 

廃棄物・リサイクル分野に関する循環型社会ビジネスの推進による、市場の拡

大等の結果として、廃棄物の排出が抑制され循環的な利用が進むことから、「廃

棄物の適正処理の推進に関する目標」の「排出量」及び「リサイクル率・再生利

用率」を目標とします。 

【リサイクル認定製品数】 

区  分 現状（平成 25年度） 目標（平成 31年度） 

リサイクル認定製品数 136 製品 220 製品 
 

 

 

文言整理 

 

 

 

本文記載のとおり、リサイ

クル認定製品数は補助指標

に移行 

 

３ 補助指標 

本計画の進行管理や施策の進捗状況の参考とするため、指標に関連する「補

助指標」を設定します。 

（１）物質フロー指標 

① 資源生産性 

 本道の資源生産性（道内総生産／天然資源等投入量）を把握します。 

（平成 29年度：13.9 万円／トン） 

② 出口側の循環利用率 

本道の出口側の循環利用率（循環利用量／廃棄物等発生量）を把握します。

（平成 29年度：55.8％） 

 

３ 補助指標 

本計画の進行管理や施策の進捗状況の参考とするため、指標に関連する「補助

指標」を設定します。 

（１）物質フロー指標 

① 資源生産性 

本道の資源生産性（道内総生産／天然資源等投入量）を把握します。 

（平成 24年度：13.3 万円／トン） 

② 出口側の循環利用率 

本道の出口側の循環利用率（循環利用量／廃棄物等発生量）を把握します。 

（平成 24年度：55.8％） 

 

 

 

 

 

 

関係データの時点修正 
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（２）取組指標の補助指標 

 

【３Ｒの認知度】 

道民意識調査により、３Ｒに関して「聞いたことがあり、内容もよく知っ

ている」及び「聞いたことがあり、内容もある程度知っている」と回答した

割合を把握します。 

令和元年度：41.5％ 

 ・聞いたことがあり、内容もよく知っている   14.2％ 

    ・聞いたことがあり、内容もある程度知っている 27.3％ 

【レジ袋の辞退率】 

関係団体と連携したアンケート調査等により、道民のレジ袋の辞退率を把

握します。 

（平成 29年度：スーパーマーケット 80%以上） 

 

（２）取組指標の補助指標 

① 環境に配慮した取組の推進 

【３Ｒの認知度】 

道民意識調査により、３Ｒに関して「聞いたことがあり、内容もよく知ってい

る」及び「聞いたことがあり、内容もある程度知っている」と回答した割合を把

握します。 

平成 26 年度：38.8％ 

 ・聞いたことがあり、内容もよく知っている   11.0％ 

    ・聞いたことがあり、内容もある程度知っている 27.8％ 

【レジ袋の辞退率】 

関係団体と連携したアンケート調査等により、道民のレジ袋の辞退率を把握し

ます。 

（平成 26年度：スーパーマーケット 75.8％､コンビニエンスストア 55.2％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係データの時点修正 

 

 

 

 

【環境管理システムの認証取得事業所数】 

３種類の環境管理システム（国際規格の「ISO14001」、環境省が策定した中

小企業向けの「エコアクション 21（EA21）」、北海道独自の「北海道環境マネ

ジメントシステム・スタンダード（HES）」）の認証を取得している道内事業所

数の合計を把握します。 

（平成 30年度：532 件） 

 

【道におけるグリーン購入調達率】 

  道のグリーン購入の実績を把握します。 

（平成 29年度：94.8％） 

※「環境物品等調達方針」に定めるすべての品目ごとの環境物品等調達率

（総調達量に占める環境物品等調達量の割合）の平均値を実績とします。 

 

 

 

 

 

 

 

【道におけるグリーン購入調達率】 

道のグリーン購入の実績を把握します。 

（平成 24年度：88.9％） 

※「環境物品等調達方針」に定めるすべての品目ごとの環境物品等調達率（総調

達量に占める環境物品等調達量の割合）の平均値を実績とします。 

指標から移行 

 

 

 

 

 

 

関係データの時点修正 

 

② 廃棄物の適正処理の推進 

【市町村における資源ごみの分別回収状況】 

 

 

 

【使用済小型電子機器等の回収市町村数・実施人口割合】 

デジタルカメラやゲーム機等の使用済小型電子機器等を回収する道内の市町

村数と、道内の人口に占める割合を把握します。 

(平成 30 年６月：168 市町村、93.7％) 

② 廃棄物の適正処理の推進 

【市町村における資源ごみの分別回収状況】 

容器包装リサイクル法対象品目及び対象外品目に区分し、それぞれの品目ごと

の道内の市町村における回収状況を把握します。 

（巻末資料３参照） 

【使用済小型電子機器等の回収市町村数・実施人口割合】 

デジタルカメラやゲーム機等の使用済小型電子機器等を回収する道内の市町村

数と、道内の人口に占める割合を把握します。 

(平成 26年 4 月：110 市町村、85.4％) 

 

 

修正なし 

 

 

 

関係データの時点修正 
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【一般廃棄物焼却施設における発電・熱利用の状況】 

道内の一般廃棄物焼却施設における次の項目を把握します。 

いずれも平成 29 年度 

・発電施設数：17施設 

・発電設備容量：69 メガワット 

・総発電量：296 ギガワットアワー／年 

・熱利用施設数：30 施設 

・総熱利用量：1,964 テラジュール 

【産業廃棄物処理業者の優良認定業者数】 

廃棄物処理法に基づく道内の優良認定業者数を把握します。 

（平成 30年度末：60 者） 

 

【一般廃棄物焼却施設における発電・熱利用の状況】 

道内の一般廃棄物焼却施設における次の項目を把握します。 

いずれも平成 24 年度 

・発電施設数：16施設 

・発電設備容量：70 メガワット 

・総発電量：291 ギガワットアワー／年 

・熱利用施設数：33 施設 

・総熱利用量：2,034 テラジュール 

【産業廃棄物処理業者の優良認定業者数】 

廃棄物処理法に基づく道内の優良認定業者数を把握します。 

（平成 25年度末：32 者） 

 

関係データの時点修正 

 

 

 

 

 

 

 

関係データの時点修正 

 

③ バイオマスの利活用の推進 

【バイオガスプラントの施設数】 

道内で稼働中の、家畜ふん尿及び都市廃棄物系（下水汚泥、し尿、生ごみ

等）のバイオガスプラントの施設数を把握します。 

（平成 31年 3月：139 施設（家畜ふん尿 96、都市廃棄物系 43）） 

 

 

③ バイオマスの利活用の推進 

【バイオガスプラントの施設数】 

道内で稼働中の、家畜ふん尿及び都市廃棄物系（下水汚泥、し尿、生ごみ等）

のバイオガスプラントの施設数を把握します。 

（平成 26年 11 月：89施設（家畜ふん尿 54、都市廃棄物系 35）） 

 

 

 

 

関係データの時点修正 

 

 

④ リサイクル関連産業を中心とした循環型社会ビジネスの振興 

 【産業廃棄物処理業者数（処分を業として行う者）】 

道内の産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物の処分を業として行う事業者

数を把握します。 

平成 30 年度末 

    ・産業廃棄物：848 者 

 ・特別管理産業廃棄物：47者 

【北海道認定リサイクル製品の認定数】 

   一定の基準を満たすリサイクル製品として北海道が認定する「北海道認定

リサイクル製品の認定数」を把握します。 

 （平成 30 年度末：196 製品） 

 

④ リサイクル関連産業を中心とした循環型社会ビジネスの振興 

 【産業廃棄物処理業者数（処分を業として行う者）】 

道内の産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物の処分を業として行う事業者数を把

握します。 

平成 25 年度末 

・産業廃棄物：865 者 

・特別管理産業廃棄物：48 者 

 

 

 

 

関係データの時点修正 

 

 

指標の欄から移動 
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第４章 循環型社会形成に向けた各主体に期待される役割 

循環型社会を形成するためには、道民一人ひとりはもとより、団体、事業者、

行政といった各主体の役割を踏まえて、それぞれの活動場面に応じた具体的な

行動をとっていくことが必要です。 

 

 

 

１ 道民 

道民は、これまでの大量消費、大量廃棄型のライフスタイルを見直し、環境に

配慮し、３Ｒを意識した循環型のライフスタイルへの定着を図ることが期待され

ます。 

特に、環境への負荷をできる限り低減していくためには、買い物時・使用時・

廃棄時といった各段階において、２Ｒ（リデュース、リユース）を優先すること

が望まれ、「いわゆる『使い切り』のプラスチックの排出抑制」や「分別回収の

徹底」といった“プラスチックとの賢い付き合い方”の実践などの取組は、環境

への負荷を低減する事業活動を実践している事業者やリサイクル事業者を支援、

育成することにつながります。 

また、ＮＰＯ・ＮＧＯ等や行政の環境教育や環境保全活動等への参加、協力によ

り、地域やコミュニティにおける循環型社会形成に向けた取組を進めていくこと

が期待されます。 

第４章 循環型社会形成に向けた各主体に期待される役割 

循環型社会を形成するためには、「北海道環境行動計画（どうみんグリーンア

クション）＊」に沿って、道民一人ひとりはもとより、団体、事業者、行政といっ

た各主体の役割を踏まえて、それぞれの活動場面に応じた具体的な行動をとっ

ていくことが必要です。 

   

１ 道民 

道民は、これまでの大量消費、大量廃棄型のライフスタイルを見直し、環境に

配慮し、３Ｒを意識した循環型のライフスタイルへの定着を図ることが期待され

ます。 

特に、環境への負荷をできる限り低減していくためには、買い物時・使用時・

廃棄時といった各段階において、２Ｒ（リデュース、リユース）を優先すること

が望まれ、これらの取組は、環境への負荷を低減する事業活動を実践している事

業者やリサイクル事業者を支援、育成することにつながります。 

また、ＮＰＯ・ＮＧＯ等や行政の環境教育や環境保全活動等への参加、協力に

より、地域やコミュニティにおける循環型社会形成に向けた取組を進めていくこ

とが期待されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「北海道環境行動計画（ど

うみんグリーンアクショ

ン）」の廃止による削除 

 

 

 

文言修正 

 

平成 28 年 3 月

に同計画を廃止

しているため。 

 

 

 

プラスチックス

マートキャン

ペーンの記載を

追加 

【主な取組例】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○リサイクル 

 

《買い物時》再生可能な資源を利用した製品や再生品の優先的な購入 

《廃 棄 時》資源ごみの分別排出、廃家電製品等の適正なルールによる排出 

 

○リデュース  

《買い物時》買い物袋の持参（レジ袋の辞退）、簡易包装された商品の購入、過

剰包装の辞退、 

ごみの減量化につながる商品の購入（詰替商品、ばら売り、量り売

り等）、商品の 

計画的な購入、リース、レンタル商品の活用       

《使 用 時》物を大切に長く使う、家電製品等を修理して使う、食材の使い切り・

食べ切り 

《廃 棄 時》生ごみの堆肥化、ごみの分別の徹底 

○リユース 

 《買い物時》リターナブル容器使用商品の購入、中古品の購入 

《廃 棄 時》フリーマーケットやリユース（リサイクル）ショップの活用、空き

瓶の返却 

 

３Ｒ 

 

２Ｒ 

 

優先 
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２ ＮＰＯ・ＮＧＯ、大学等 

 

２ ＮＰＯ・ＮＧＯ、大学等 

【ＮＰＯ・ＮＧＯ等】 

ＮＰＯ・ＮＧＯ等は、３Ｒの推進をはじめとする環境保全活動や、地域におけ

る環境教育などの活動を自主的に行うことにより、道民のライフスタイルや事業

者の事業活動の変革、地域活動の活性化に向けた取組を促進させていくことが期

待されます。 

また、これらの活動や道民の目線に立った行政との協働などにより、道民・事

業者・行政など各主体の活動を結びつけるつなぎ手としての役割が期待されま

す。 

【大学等の研究機関】 

大学等の研究機関は、専門的・学術的な知見を充実させ、客観的かつ信頼でき

る情報を各主体に提供することにより、循環型社会の形成に向けての政策決定へ

の寄与や各主体の具体的な行動を促す役割が期待されます。 

 

変更なし 

 

３ 事業者 

 事業者は、環境管理システム等の導入により、環境に配慮した事業活動を行

うなど、自らの社会的責任＊（CSR：Corporate Social Responsibility）を果た

し、とりわけ、法令遵守は事業者の基本的な義務であり、事業者の社会的責任

の基礎的な部分であるとの認識が求められます。 

事業活動に伴って生ずる廃棄物は、排出者責任の原則に基づき、自らの責任

において排出を抑制し、適正な循環的利用を行うことが必要であり、中でも多

量排出事業者は、産業廃棄物の減量その他その処理に関する計画、並びに、処

理計画の実施の状況の情報公開のもとで、自主的な産業廃棄物の減量化への取

組等が促進されることが期待されます。 

また、再生可能な資源であるバイオマスは、エネルギー源や製品の原材料と

して利活用されることが望まれます。 

さらに、事業活動に伴い排出される温室効果ガスの排出量や削減効果の把握、

排出抑制などのための措置を自主的かつ積極的に講ずることが期待されます。 

製造事業者等は、拡大生産者責任を踏まえ、使用済み製品等の再使用や、再利

用しやすい製品等の製造・販売、再利用可能な素材等の使用など、生産工程・流

通過程の改善、異業種間の連携、技術開発などにより、廃棄物等の発生抑制や資

源の効率的な利用、バイオマスの利活用や再生品の利用を推進することが望まれ

ます。 

また、消費者の３Ｒに関する行動を促すような製品・サービスの提供、環境報

告書の公表や環境会計の実施による環境経営の推進などのほか、自ら消費者とし

てグリーン購入を実施するなど、環境に配慮した積極的な取組が期待されます。 

小売事業者は、消費者に近い事業者として、特に一般廃棄物削減に係る取組へ

の貢献が求められ、リユース・リサイクル製品の販売、簡易包装の推進、牛乳

パックや食品容器、小型家電等の店頭回収、生ごみのリサイクルなどの取組を進

めることが期待されます。 

リサイクル事業者、廃棄物処理業者は、循環型社会形成に向け、特に重要な役

割を担っており、道民、製造・流通等の事業者、行政などと連携してリサイク

３ 事業者 

事業者は、環境管理システム等の導入により、環境に配慮した事業活動を行う

など、自らの社会的責任＊（ＣＳＲ：Corporate Social Responsibility）を果

たし、とりわけ、法令遵守を徹底し、不法投棄等に起因する不要なコストの発生

を防止することが求められます。 

また、事業活動に伴って生ずる廃棄物は、排出者責任の原則に基づき、自らの

責任において排出を抑制し、適正な循環的利用を行うことが必要であり、特に、

再生可能な資源であるバイオマスは、エネルギー源や製品の原材料として利活用

されることが望まれます。 

 

 

 

 

さらに、事業活動に伴い排出される温室効果ガスの排出量や削減効果の把握、

排出抑制などのための措置を自主的かつ積極的に講ずることが期待されます。 

製造事業者等は、拡大生産者責任を踏まえ、使用済み製品等の再使用や、再利

用しやすい製品等の製造・販売、再利用可能な素材等の使用など、生産工程・流

通過程の改善、異業種間の連携、技術開発などにより、廃棄物等の発生抑制や資

源の効率的な利用、バイオマスの利活用や再生品の利用を推進することが望まれ

ます。 

また、消費者の３Ｒに関する行動を促すような製品・サービスの提供、環境報

告書の公表や環境会計の実施による環境経営の推進などのほか、自ら消費者とし

てグリーン購入を実施するなど、環境に配慮した積極的な取組が期待されます。 

小売事業者は、消費者に近い事業者として、特に一般廃棄物削減に係る取組へ

の貢献が求められ、リユース・リサイクル製品の販売、簡易包装の推進、牛乳

パックや食品容器、小型家電等の店頭回収、生ごみのリサイクルなどの取組を進

めることが期待されます。 

リサイクル事業者、廃棄物処理業者は、循環型社会形成に向け、特に重要な役

割を担っており、道民、製造・流通等の事業者、行政などと連携してリサイクル

 

 

 

CSR と法令遵守の関連性を

整理 

 

多量排出事業者の取組を追

加 
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ルを進めるとともに、特に、バイオマスの利活用や有用資源の積極的回収、廃

棄物等の排出者と連携した適正処理を進めることが重要です。 

を進めるとともに、特に、バイオマスの利活用や有用資源の積極的回収、廃棄物

等の排出者と連携した適正処理を進めることが重要です。 

 

 【主な取組例】 

○リデュース：製造工程の効率化・歩留まりの向上、廃棄物の発生抑制につながる製品の開

発・製造・使用、サービスの提供（使い捨て製品の製造販売・過剰包装の自

粛、簡易包装の推進、レジ袋の削減、リース・レンタルなど）、製品の長寿

命化、リペアサービスの提供、包装材・梱包材の削減 

○リ ユ ー ス：使用済み製品・部品の再使用、容器包装資材等の繰り返し使用 

○リサイクル：リサイクルが容易な製品の開発・製造、リサイクルが可能な素材等の使用、循

環資源の再生品原材料等としての利用、リサイクル製品の販売、グリーン購

入の実践 

○適 正 処 理：リサイクルが困難なものの適正処分、有害物質を含まない使用しない製品づく

り、管理体制の整備、職場等における適正処理の普及啓発 

○そ の 他：ISO14001 の導入など環境全般への配慮、環境ラベルの活用等環境配慮に関す

る情報提供 

変更なし  

４ 行政 

（１）道 

道は、全道的・広域的な取組の主たる推進者及び各主体間のコーディネーター

として、国、市町村、その他の関係機関・団体等と連携、協働のもと、「地域循

環共生圏」の考え方を踏まえ次の役割を担います。 

・ 調査研究や技術開発の推進、施設設備の整備促進などによる循環型社会形

成に向けた仕組み・基盤の構築 

・ 各種情報提供や技術的助言などによる市町村の取組への支援 

・ 普及啓発や環境教育の推進などによる道民、ＮＰＯ・ＮＧＯ等、事業者が

行う３Ｒ、適正処分の自主的な取組の促進 

・ 個別リサイクル法や廃棄物処理法などの関係法令の的確な運用、まちづく

り・土地利用計画を踏まえた適正な立地によるリサイクル・適正処理の推進 

・ 産業廃棄物多量排出事業者等に対する、更なる排出抑制や再生利用の促進 

・  災害廃棄物の発生時において、生活環境保全上の支障を生じることな

く、適正かつ円滑、迅速に処理が進めるための処理体制の構築 

・  関係者間の連携促進や情報提供・普及啓発によるバイオマスの利活用の

推進 

・ バイオマスなど、廃棄物の種類や地域特性を踏まえた市町村や事業者への

技術的な助言による循環資源の最適な範囲での利用の促進 

・ 産学官の連携やリサイクル認定製品の市場拡大に向けた取組などによる循

環型社会ビジネスの振興 

また、自らが事業者・消費者として、環境への負荷の少ない事務・事業の執行

やグリーン購入、グリーン契約など循環型社会形成に向けた行動を率先して実行

します。 

４ 行政 

（１）道 

道は、全道的・広域的な取組の主たる推進者及び各主体間のコーディネーター

として、国、市町村、その他の関係機関・団体等と連携、協働のもと、次の役割

を担います。 

・ 調査研究や技術開発の推進、施設設備の整備促進などによる循環型社会形

成に向けた仕組み・基盤の構築 

・ 各種情報提供や技術的助言などによる市町村の取組への支援 

・ 普及啓発や環境教育の推進などによる道民、ＮＰＯ・ＮＧＯ等、事業者が

行う３Ｒ、適正処分の自主的な取組の促進 

・ 個別リサイクル法や廃棄物処理法などの関係法令の的確な運用、まちづく

り・土地利用計画を踏まえた適正な立地によるリサイクル・適正処理の推進 

 

 

 

 

・ 関係者間の連携促進や情報提供・普及啓発によるバイオマスの利活用の推      

進 

・ バイオマスなど、廃棄物の種類や地域特性を踏まえた市町村や事業者への

技術的な助言による循環資源の最適な範囲での利用の促進 

・ 産学官の連携やリサイクル認定製品の市場拡大に向けた取組などによる循

環型社会ビジネスの振興 

また、自らが事業者・消費者として、環境への負荷の少ない事務・事業の執行

やグリーン購入、グリーン契約など循環型社会形成に向けた行動を率先して実行

 

 

地域循環共生圏の記載を追

記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多量排出事業者への働きか

けを追記 

災害廃棄物処理に関する記

載を追記 
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します。 

（２）市町村 

市町村は、地域における取組の主たる推進者及び各主体間のコーディネーター

であるとともに、一般廃棄物の処理の責任を負う主体として、国、道、その他の

関係機関・団体等と連携、協働のもと、「地域循環共生圏」の考え方を踏まえ次

の役割を担うことが期待されます。 

・ 地域特性に応じた循環型社会の形成に向けた総合的かつ計画的な施策の推 

 進 

・ 普及啓発や環境教育の実施などによる道民、ＮＰＯ・ＮＧＯ等、事業者が

行う３Ｒ、適正処分の自主的な取組の促進 

・ 個別リサイクル法や廃棄物処理法などの関係法令の的確な運用、生ごみ等

のバイオマスの利活用の促進 

・ 広域的な視野に立った効率的・効果的な廃棄物処理システムの構築 

・ ストックマネジメントの手法の導入などによる、廃棄物処理施設の適切な

維持管理や計画的な更新による施設の長寿命化・延命化の促進 

・ 地球温暖化防止や省エネルギー・創エネルギーへの取組にも配慮した廃棄

物処理施設の整備の促進 

・ 災害に伴い発生が想定される廃棄物の処理に備えた、国の「災害廃棄物対

策指針」及び「北海道災害廃棄物処理計画」を踏まえた災害廃棄物処理計画

の策定や災害廃棄物の仮置き場の確保など、処理体制の整備 

また、自らが事業者・消費者として、公共事業をはじめとする事業活動に伴う

廃棄物の排出抑制、適正な循環利用、適正処分の確保を図るほか、グリーン購

入、グリーン契約に努めるなど、循環型社会形成に向けた率先行動が期待されま

す。 

 

（２）市町村 

市町村は、地域における取組の主たる推進者及び各主体間のコーディネーター

であるとともに、一般廃棄物の処理の責任を負う主体として、国、道、その他の

関係機関・団体等と連携、協働のもと、次の役割を担うことが期待されます。 

・ 地域特性に応じた循環型社会の形成に向けた総合的かつ計画的な施策の推 

 進 

・ 普及啓発や環境教育の実施などによる道民、ＮＰＯ・ＮＧＯ等、事業者が

行う３Ｒ、適正処分の自主的な取組の促進 

・ 個別リサイクル法や廃棄物処理法などの関係法令の的確な運用、生ごみ等

のバイオマスの利活用の促進 

・ 広域的な視野に立った効率的・効果的な廃棄物処理システムの構築 

・ ストックマネジメントの手法の導入などによる、廃棄物処理施設の適切な

維持管理や計画的な更新による施設の長寿命化・延命化の促進 

・ 地球温暖化防止や省エネルギー・創エネルギーへの取組にも配慮した廃棄

物処理施設の整備の促進 

・ 災害に伴い発生が想定される廃棄物の処理に備えた、国の「災害廃棄物対

策指針」を踏まえた災害廃棄物処理計画の策定や災害廃棄物の仮置き場の整

備 

また、自らが事業者・消費者として、公共事業をはじめとする事業活動に伴う

廃棄物の排出抑制、適正な循環利用、適正処分の確保を図るほか、グリーン購

入、グリーン契約に努めるなど、循環型社会形成に向けた率先行動が期待されま

す。 

 

 

 

 

 

地域循環共生圏の記載を追

記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道の災害廃棄物処理計画の 

策定を踏まえた記載に修正 
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第５章 道が総合的かつ計画的に講ずべき施策 

１ ３Ｒの推進 

第５章 道が総合的かつ計画的に講ずべき施策 

１ ３Ｒの推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）道民、ＮＰＯ・ＮＧＯ等、事業者の３Ｒに関する取組の促進 

 

（１）道民、ＮＰＯ・ＮＧＯ等、事業者の３Ｒに関する取組の促進 

３Ｒのうち、特に２Ｒを優先した環境に配慮するライフスタイルや事業活動

の定着に向け、市町村等と協力して普及啓発や環境教育を推進し、道民、ＮＰ

Ｏ・ＮＧＯ等、事業者の意識を高め、各主体の取組を促進します。 

 

変更なし 

 

 【普及啓発の推進】 

 

【普及啓発の推進】 

３Ｒ推進に対する理解と協力を求めるため、国が定めた「３Ｒ推進月間」な

どにおける各種イベントの開催、リサイクルの現状や取組事例などを取りまと

めた情報誌の作成、各種リサイクル法の概要や３Ｒに関する各種制度等のホー

ムページでの情報提供、表彰制度の運用などにより、３Ｒに関する普及啓発を

推進します。 

環境に配慮した自主的な取組を行っている事業者や、廃棄物の発生・排出抑

制に関する模範的取組及びリサイクル製品の紹介等により、事業者における３

Ｒの取組を促進します。 

ＮＰＯ・ＮＧＯ等や事業者とともに、容器包装等の簡素化やリユース品の活

用などの発生抑制を進める活動に取り組みます。 

 

 

変更なし 

 

【環境教育の推進】 

広域的な視点を持ったコーディネーターとして、様々な場や主体がそれぞれ

行っている活動・取組をつなぐ役割を果たすよう努めます。 

住民団体や学校等が開催する環境問題に関する学習会等へ講師を派遣し、地域

の３Ｒ推進の取組を支援します。 

子どもたちが楽しみながら３Ｒについて学べるように、環境教育プログラムの

普及等を行います。 

メールマガジンの活用など各種広報媒体により、３Ｒの推進に関する情報の提

供に努めます。 

 

【環境教育の推進】 

広域的な視点を持ったコーディネーターとして、様々な主体がそれぞれ行っ

ている活動や取組をつなぐ役割を果たすよう努めます。 

住民団体や学校等が開催する環境問題に関する学習会等へ講師を派遣し、地

域の３Ｒ推進の取組を支援します。 

子どもたちが楽しみながら３Ｒについて学べるように、環境教育プログラム

の普及等を行います。 

環境教育の拠点となる施設やメールマガジンの活用などにより、３Ｒの推進

に関する情報の提供に努めます。 

 

 

「北海道環境教育等行動

計画」の表現に統一。 
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（２）３Ｒ推進のための仕組み・基盤の構築 

３Ｒを進めるために基本となる技術開発やリサイクル設備の整備促進、循環資

源の有効利用システムや、再生品の利用拡大などの仕組み・基盤を構築します。 

これらを効果的に進めていくため、循環資源利用促進税を活用した支援を行い

ます。 

  

【調査、研究、技術開発の推進】 

道民・事業者等への情報提供などに必要な調査や北海道立総合研究機構等の研

究機関と連携した技術開発等を進めるとともに、産業廃棄物の排出抑制やリサイ

クルに係る技術研究開発、事業化に向けた実証実験・市場調査に対して支援しま

す。 

【リサイクル設備等の整備促進】 

関係機関などと連携しながら地域循環共生圏の考え方を踏まえた事業化促進の

ための検討を行います。 

品目別や地域別の産業廃棄物の最終処分量等を踏まえ、重点的に支援する品目

等を定めるなど、産業廃棄物の排出抑制やリサイクルのための設備の導入を効果

的に支援します。 

市町村に対して、地域ごとの一般廃棄物の特徴を踏まえた資源を効率的に回収

できるリサイクル施設について、広域的な観点も含めた計画的な整備を促進しま

す。 

【循環資源の利用システムの構築】 

産学官等の連携による循環資源の利用方策等を検討するなど、循環資源や地域

の特性に応じた更なる高度な循環資源利用システムの構築に努めます。 

【再生品の利用拡大の推進】 

「北海道再生品利用拡大方針」に基づき導入した「北海道リサイクル製品認定

制度」及び「北海道リサイクルブランド認定制度」により、循環資源を利用した

製品の認定を行うとともに、制度の紹介や周知、環境イベント等を活用した製品

展示やパンフレットの配布等により、認定リサイクル製品の利用拡大を図りま

す。 

また、事業者や市町村等に対し、グリーン購入に係る普及啓発等を行いその取

組を促進します。 

（２）３Ｒ推進のための仕組み・基盤の構築 

３Ｒを進めるために基本となる技術開発やリサイクル施設の整備促進、循環資

源の有効利用システムや、再生品の利用拡大などの仕組み・基盤の構築をしま

す。 

これらを効果的に進めていくため、循環資源利用促進税を活用した支援を行い

ます。 

 【調査、研究、技術開発の推進】 

道民・事業者等への情報提供などに必要な調査や大学等の研究機関と連携した

共同研究・技術開発を進めるとともに、産業廃棄物の排出抑制やリサイクルに係

る技術研究開発、事業化に向けた実証実験・市場調査に対して支援します。 

 

【リサイクル施設の整備促進】 

関係機関などと連携しながら地域循環圏の考え方を踏まえた事業化促進のため

の検討を行います。 

産業廃棄物の排出抑制やリサイクルのための施設設備の導入を支援します。 

 

 

市町村に対して、地域ごとの一般廃棄物の特徴を踏まえた資源を効率的に回収

できるリサイクル施設について、広域的な観点も含めた計画的な整備を促進しま

す。 

【循環資源の利用システムの構築】 

産学官等の連携による循環資源の利用方策等を検討するなど、循環資源や地域

の特性に応じた更なる高度な循環資源利用システムの構築に努めます。 

【再生品の利用拡大の推進】 

「北海道再生品利用拡大方針」に基づき、循環資源を利用したリサイクル製品

の認定を行うとともに、認定製品の制度の紹介や周知、環境イベント等を活用し

た製品展示やパンフレットの配布等により、認定製品の利用拡大を図ります。 

 

 

また、事業者や市町村等に対し、グリーン購入に係る普及啓発等を行いその取

組を促進します。 

 

用語修正 

文言整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文言整理 

 

（３）個別リサイクル法の的確な運用 

 

（３）個別リサイクル法の的確な運用 

関係機関と連携を図りながら、「容器包装リサイクル法」や「家電リサイクル

法」などの個別リサイクル法に基づき、個別分野のリサイクルを推進します。 

【容器包装リサイクル法】 

「北海道分別収集促進計画」に基づく市町村への助言・指導、関係事業者への

啓発等を行います。 

また、効率的な分別収集のための広域的な収集、保管施設等の共同利用などに

ついて、市町村間の調整を行うなど、容器包装の再商品化を促進します。 

 

修正なし 
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【家電リサイクル法】 

市町村と連携して住民のリサイクル意識の向上を図る広報などによる普及啓発

を行うとともに、家電メーカーなどとも連携し、家電の再商品化を促進します。 

 

【家電リサイクル法】 

市町村と連携して住民のリサイクル意識の向上を図る広報などによる普及啓発

を行うとともに、家電メーカーなどとの情報交換による家電の再商品化を促進し

ます。 

【建設リサイクル法】 

対象建設工事の発注者や建設業を営む者への法制度の普及啓発、指導、監視な

ど法に基づく取組を推進するとともに、地域の実情に応じた特定建設資材廃棄物

の再資源化等を促進します。 

【食品リサイクル法】 

国の関係機関と連携しながら、食品製造業、流通業、飲食店業等関係事業者へ

の法制度の情報提供などにより地域の実情に応じた食品循環資源の再生利用等を

促進します。 

【自動車リサイクル法】 

自動車の最終所有者から製造事業者までそれぞれの関係者が必要な役割を分担

するよう法制度について普及啓発を行うとともに、登録・許可制度の適切な運用

や指導、監視等により、使用済自動車等のリサイクル及び適正処理を推進しま

す。 

【小型家電リサイクル法】 

国の関係機関や認定事業者と連携しながら、市町村に対し、制度の運用等に

関する情報等を提供するとともに技術的な助言に努め、使用済小型家電の再資

源化や回収ルートの整備を促進します。 

 

文言修正 

 

 

修正なし 

 

（４）事業者としての率先した取組の推進 

道が行う事務・事業、物品・役務の調達、廃棄物の排出などについて、「地球

温暖化対策に係る『第４期 道の事務・事業に関する実行計画』」に基づき、率

先して環境への負荷の少ない行動を実践します。 

物品の調達については、「北海道グリーン購入基本方針」に基づき毎年度定め

る「環境物品等調達方針」により、北海道認定リサイクル製品など循環資源を使

用した製品等の優先的な調達を推進します。 

また、道が実施する公共事業において、「環境物品等調達方針」のほか、建設リ

サイクル法に基づく「北海道における特定建設資材に係る分別解体等及び特定建

設資材廃棄物の再資源化等の促進等の実施に関する指針」により、道として自ら

の事務・事業から生じる環境への負荷の低減を図るとともに、環境負荷の低減に

資する物品等の調達を率先して実行することとし、特定建設資材廃棄物の再資源

化により得られた物を率先して利用します。 

 

 

 

 

 

 

（４）事業者としての率先取組の推進 

道が行う事務・事業、物品・役務の調達、廃棄物の排出などについて、「地球

温暖化対策に係る『第３期道の事務・事業に関する実行計画』」に基づき、率先

して環境への負荷の少ない行動を実践します。 

物品の調達については、「北海道グリーン購入基本方針」に基づき毎年度定め

る「環境物品等調達方針」により、北海道認定リサイクル製品など循環資源を使

用した製品等の優先的な調達を推進します。 

また、道が実施する公共事業において、「環境物品等調達方針」のほか、建設

リサイクル法に基づく「北海道における特定建設資材に係る分別解体等及び特定

建設資材廃棄物の再資源化等の促進等の実施に関する指針」により、再生品や再

生資材の利用を促進します。 

 

・適切な文言に修正 

 

・計画の期数の時点修正 

・スペースの追加 

 

 

 

 

 

・「北海道における特定建設

資材に係る分別解体等及

び特定建設資材廃棄物の

再資源化等の促進等の実

施に関する指針」に沿っ

た内容に修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「北海道にお

ける特定建設資

材に係る分別解

体等及び特定建

設資材廃棄物の

再資源化等の促

進等の実施に関

する指針」（建設

部建築指導課） 
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（５）プラスチック資源循環の推進 

   海洋プラスチックごみ問題等に対応するため、国は令和元年(2019 年)５月

に「プラスチック資源循環戦略」及び「海洋プラスチックごみ対策アクショ

ンプラン」を策定し、３Ｒ＋Renewable（再生可能資源への代替）を基本原

則としたプラスチックの資源循環と「新たな汚染を生み出さない世界」の実

現を目指す海洋プラスチックごみ対策を総合的に推進しています。 

   このことを踏まえ、これまでも取り組んでいるプラスチックごみのリ

デュース、リユースの２Ｒを優先した３Ｒのさらなる徹底を図るとともに、

プラスチックごみを含む海岸漂着物の発生抑制や回収処理を推進します。さ

らに道民、事業者が一丸となった取組が進むよう、市町村や関係団体と連携

しながら、国の「プラスチック・スマート」キャンペーンと連動して、｢使い

きり｣（いわゆるワンウェイ）のプラスチック製品はできるだけ使用しない、

使用した際も正しく処理するなどの「プラスチックとの賢い付き合い方」を

道民、事業者へ呼びかけるとともに、道、市町村、道民及び事業者等の取組

やプラスチックを代替する素材開発のイノベーションについて情報発信する

など、道内のプラスチック資源循環に取り組みます。 

 

 プラスチックごみ対策の記

載を追加 

国のプラスチッ

ク資源循環戦略

の策定 

２ 廃棄物の適正処理の推進 

（１）一般廃棄物 

【一般廃棄物処理計画策定に関する助言等】 

市町村における一般廃棄物処理計画の策定及び変更に当たっては、「廃棄物処

理計画」との整合性の確保、ごみ処理を効率的に進める広域化の観点や地域循環

共生圏の考え方を踏まえ、必要に応じて技術的助言等を行います。 

【広域化・集約化による持続可能な適正処理の確保】 

本道は全国を上回るスピードで人口減少が続いており、市町村の厳しい財政状

況、老朽化した廃棄物処理施設の増加、地域における廃棄物処理の非効率化等が

懸念されており、ごみ処理の広域化計画を見直して、さらなる広域化・集約化を

推進し、施設整備・維持管理の効率化や施設の長寿命化・延命化を図り、持続可

能な適正処理を確保できる体制の構築を進めていきます。また、近年は気候変動

の影響による豪雨災害等の頻発化、激甚化が懸念されていますが、一般廃棄物の

処理においても温室効果ガスを削減することの重要性に鑑み、広域化・集約化を

通じて、廃棄物の排出から収集運搬・中間処理・最終処分に至るまでの一連の工

程において、廃棄物処理システム全体での資源循環の徹底、エネルギー消費量の

低減及び温室効果ガス排出量の削減に努めます。 

【ごみ処理施設の維持管理の指導】 

 

 

 

 

 

２ 廃棄物の適正処理の推進 

（１）一般廃棄物 

【一般廃棄物処理計画策定に関する助言等】 

市町村における一般廃棄物処理計画の策定及び変更に当たっては、「廃棄物処

理計画」との整合性の確保、ごみ処理を効率的に進める広域化の観点を踏まえ、

必要に応じて技術的助言等を行います。 

【広域化計画に即した施設整備の促進】 

「ごみ処理の広域化計画」の考え方を踏まえるとともに、市町村一般廃棄物処

理計画に基づき、地域の実態にあったごみ処理施設の整備促進や排出抑制、循環

利用の推進による最終処分場の延命化を促進します。 

また、地球温暖化防止やエネルギー消費の低減の観点から、一般廃棄物処理施設

における熱回収等の施設整備を促進します。 

 

 

 

 

 

【ごみ処理施設の維持管理の指導】 

ごみ処理施設の機能の十分な発揮により、生活環境保全上の支障の発生防止

や施設の長寿命化を図るため、施設の適正な維持管理について指導します。 

また、ごみ処理事業の透明性や信頼性の確保を図るため、地域住民へ必要な情

報提供等を行うよう指導します。 

 

 

 

 

地域循環共生圏の考え方を

記載 

 

 

国通知などを踏まえた文言 

修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の廃棄物処理

計画等の改訂 
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【災害廃棄物等の適正処理】 

平成 30 年（2018 年）３月に策定した北海道災害廃棄物処理計画に基づき、災

害廃棄物の円滑な処理を確保するとともに、胆振東部地震などの経験を踏まえ、

市町村計画の重要性が再認識されたことから、市町村に対する技術的助言など、

国と連携し、計画策定を促進するための支援を行います。 

【海岸漂着物対策の推進】 

国の「プラスチック資源循環戦略」及び「海洋プラスチックごみ対策アクショ

ンプラン」などを踏まえ、さらなる３Ｒの取組促進、発生抑制対策などを推進す

るため、「海岸漂着物処理推進法」に基づき策定した「北海道海岸漂着物対策推進

計画」を見直し、国の財政支援を基本に、市町村・関係団体などとも連携し、海

岸漂着物の発生抑制や回収処理を推進することにより、海岸における良好な景観

及び環境の保全を図ります。 

【災害廃棄物等の適正処理】 

東日本大震災における災害廃棄物の処理を経験し、災害廃棄物の円滑な処理が

実施できる体制の整備を図るために国が策定した「災害廃棄物対策指針」を踏ま

え、道の災害廃棄物処理に関する計画を策定するとともに、市町村の計画策定を

支援します。 

【海岸漂着物対策の推進】 

海岸における良好な景観及び環境の保全を図るため、「海岸漂着物処理推進

法」に基づき策定した「北海道海岸漂着物対策推進計画」を踏まえ、国の財政支

援を基本とし、市町村との連携を図りながら、海岸漂着物の発生抑制や回収処理

を推進します 

 

 

国通知などを踏まえた文言 

修正 

 

 

 

国通知などを踏まえた文言 

修正 

 

 

道災害廃棄物処

理計画の策定 

 

 

 

国の海洋プラス

チックごみ対策

アクションプラ

ン等の策定 

２）産業廃棄物 

【排出者責任の徹底】 

産業廃棄物の排出事業者に対し、地域循環共生圏の考え方を踏まえ、３Ｒや適

正処理に関する指導、普及啓発、情報提供を行うとともに、多量排出事業者に対

しては、廃棄物処理法に基づく処理計画の作成、排出抑制や再生利用の指導等を

行うことにより、排出者責任の徹底を図ります。 

【優良な産業廃棄物処理業者の育成等】 

処理業者に対し、立入検査等を通じて適正処理を指導するとともに、不適正な

処理を行った場合には行政命令や許可取消など厳格な処分を実施し、その情報を

積極的に公開します。 

また、事業者が行う研修会等への講師の派遣、各種会議等を通じた優良認定制

度の普及、関係団体が行う普及啓発事業に対する支援等を通じ、優良な処理業者

の育成に努めます。 

【適正処理体制の確保】 

適正な処理体制を確保するため、事業者による循環条例に基づく事業計画書の

策定、許可手続きの透明性の確保などにより安全で安心な焼却施設や最終処分場

の整備促進を図ります。 

「北海道ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理計画」に基づき、ポリ塩化ビフェニル

（ＰＣＢ）廃棄物の適正処理を進めます。 

アスベストの使用状況や処理実態を把握するとともに、「建築物における吹付けア

スベスト等の飛散防止措置に関する指導指針」に基づいて、事業者、処理業者等

に対し、飛散防止措置等の必要な指導を行います。 

（２）産業廃棄物 

【排出者責任の徹底】 

産業廃棄物の排出事業者に対し、３Ｒや適正処分に関する指導、普及啓発、情

報提供を行うとともに、多量排出事業者に対しては、廃棄物処理法に基づく処理

計画の作成の指導等を行うことにより、排出者責任の徹底を図ります。 

【優良な産業廃棄物処理業者の育成等】 

処理業者に対し、立入検査等を通じて適正処理を指導するとともに、不適正な

処理を行った場合には行政命令や許可取消など厳格な処分を実施し、その情報を

積極的に公開します。 

また、事業者が行う研修会等への講師の派遣、各種会議等を通じた優良認定制

度の普及、関係団体が行う普及啓発事業に対する支援等を通じ、優良な処理業者

の育成に努めます。 

【適正処理体制の確保】 

適正な処理体制を確保するため、事業者による循環条例に基づく事前計画の策

定、許可手続きの透明性の確保などにより安全で安心な焼却施設や最終処分場の

整備促進を図ります。 

「北海道ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理計画」に基づき、ポリ塩化ビフェニル

（ＰＣＢ）廃棄物の適正処理を進めます。 

アスベストの使用状況や処理実態を把握するとともに、「建築物における吹付

けアスベスト等の飛散防止措置に関する指導指針」に基づいて、事業者、処理業

者等に対し、飛散防止措置等の必要な指導を行います。 

 

 

 

 

地域循環共生圏の考え方を

記載 

処分→処理に統一 

 

 

 

 

 

 

 

 

・循環条例に沿った文言の 

修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道循環条例 

３）不法投棄等の不適正処理対策 

 施策の実施にあたっては、廃棄物の排出事業者責任の徹底を図り、６月の環境

月間、１０月の廃棄物適正処理推進月間において、監視活動や普及啓発を重点的

に行うことともに、以下の取組を進めます。 

排出事業者や処理業者に対する適正処理の普及啓発や、フリーダイヤル「産廃

（３）不法投棄等 

 

 

 

排出事業者や処理業者に対する適正処理の普及啓発や、フリーダイヤル「産廃

・文言整理 

・近年の事案対応を踏まえ 

排出事業者責任の周知徹底 

を図る。 

・メリハリのある事業を展 
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１１０番」の設置等による情報収集により違法行為の未然防止・早期対応を図り

ます。 

北海道廃棄物不法処理対策戦略会議の開催を通じて、北海道警察、海上保安庁

など関係機関と連携して、集中的な監視活動を実施するとともに、各地域の廃棄

物不法処理対策戦略会議が主体となって全道的に不法投棄などの防止に努めま

す。 

また、不法投棄等に対しては、北海道警察と連携して対応するとともに、改善

命令等を行うなど、厳正に対処します。 

地域特性や課題を踏まえた不法投棄等の防止など市町村の協力のもと、地域が

一体となった環境保全に向けた行動への取組を促進します。 

１１０番」の設置により違法行為の未然防止・早期対応を図るとともに、北海道

警察、海上保安庁など関係機関と連携して、集中的な監視活動を実施します。 

民間事業者と「不法投棄等撲滅協定」を締結して不法投棄等の不適正処理の監

視体制を強化します。 

 

 

また、不法投棄等に対しては、北海道警察と連携して対応するとともに、改善

命令等を行うなど、厳正に対処します。 

地域特性や課題を踏まえた不法投棄等の防止など市町村の協力のもと、地域が

一体となった環境保全に向けた行動への取組を促進します。 

 

開するため、重点的におり 

組む期間を位置づける。 

３ バイオマスの利活用の推進 

バイオマスの有効利用は、循環型社会の形成はもとより、地球温暖化の防止や

自立・分散型エネルギーの供給源の多様化に資するとともに、リサイクル関連産

業を始めとした地域産業の振興に寄与し、ひいては、地域の活性化につながって

いくことが期待されています。 

豊かな農林水産資源を誇る本道では、家畜ふん尿をはじめ多様なバイオマスが

豊富に賦存しています。バイオマスには、特定の地域に偏在するもの、全道に広

く薄く賦存しているものなど、種類ごとに存在形態が多様であるため、地域のバ

イオマス資源の賦存状況や地域の事業者・住民等のニーズに応じた利活用手法を

選択し、きめ細やかに対応していくことが重要です。 

そのため、道では循環条例において、全国で初めて「バイオマスの利活用の推

進」について規定するとともに、国の「バイオマス活用推進基本法＊」、「バイオ

マス活用推進基本計画＊」などを踏まえ、平成 25年 12 月に「北海道バイオマス

活用推進計画」を策定しました。 

これらに基づき、地域におけるバイオマスの利活用の促進に向けて、道のワン

ストップ窓口を活用して、効率的な施策の推進に係る調整を行うとともに、関係

者と連携し、市町村のバイオマスに関する計画等の策定の促進、利活用技術の研

究開発、利活用に関する普及啓発、利活用システムの構築や施設整備を促進し、

災害等緊急時対応等も念頭に置いて、バイオマスのエネルギーや製品としての活

用による地域循環共生圏の形成を総合的・計画的に推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ バイオマスの利活用の推進 

バイオマスの有効利用は、循環型社会の形成はもとより、地球温暖化の防止や

自立・分散型エネルギーの供給源の多様化に資するとともに、リサイクル関連産

業を始めとした地域産業の振興に寄与し、ひいては、地域の活性化につながって

いくことが期待されています。 

豊かな農林水産資源を誇る本道では、家畜ふん尿をはじめ多様なバイオマスが

豊富に賦存しています。バイオマスには、特定の地域に偏在するもの、全道に広

く薄く賦存しているものなど、種類ごとに存在形態が多様であるため、地域のバ

イオマス資源の賦存状況や地域の事業者・住民等のニーズに応じた利活用手法を

選択し、きめ細やかに対応していくことが重要です。 

そのため、道では循環条例において、全国で初めて「バイオマスの利活用の推

進」について規定するとともに、国の「バイオマス活用推進基本法＊」、「バイオ

マス活用推進基本計画＊」などを踏まえ、平成 25年 12 月に「北海道バイオマス

活用推進計画」を策定しました。 

これらに基づき、地域におけるバイオマスの利活用の促進に向けて、道のワン

ストップ窓口を活用して、効率的な施策の推進に係る調整を行うとともに、関係

者と連携し、市町村のバイオマスに関する計画等の策定の促進、利活用技術の研

究開発、利活用に関する普及啓発、利活用システムの構築や施設整備を促進し、

バイオマスのエネルギーや製品としての活用による地域循環圏の高度化を総合

的・計画的に推進します。 

【市町村計画等の策定の促進】 

バイオマスの利活用に関する先進的な取組や新しい技術、関連制度などに関す

る情報提供を行い、市町村における「バイオマス活用推進計画」、「バイオマス産

業都市＊構想」等の策定を促進します。 

【関係者間の連携の促進】 

産学官等からなる協議会などにおいて、バイオマスに関係する各主体や道内外

の関係者との連携を図るとともに、バイオマスの利活用に取り組む関係者間・地

域間のネットワークづくりを促進し、先進的な取組・技術の情報収集とその普及

啓発、事業化に向けた検討などを行います。 

 

地域循環共生圏の考え方を

記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

修正なし 
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【利活用システムの構築、施設整備の促進】 

バイオマスの種類に応じ、地域特性を踏まえた最適な範囲での循環利用に向け

て、「バイオマス活用推進計画」などに基づき、市町村の地域特性を活かしたバ

イオマスの安定的な供給体制、効率的な利活用システムの構築を促進するととも

に、必要に応じ市町村の区域を越えたより広域的な利活用システムの構築を促進

し、地域循環共生圏の形成を推進します。 

 

【利活用技術の研究開発】 

民間や大学などの研究機関、国などと連携し、バイオマスのエネルギーや製

品としての利活用技術の研究開発を進めます。 

【利活用システムの構築、施設整備の促進】 

バイオマスの種類に応じ、地域特性を踏まえた最適な範囲での循環利用に向け

て、「バイオマス活用推進計画」などに基づき、市町村の地域特性を活かしたバ

イオマスの安定的な供給体制、効率的な利活用システムの構築を促進するととも

に、必要に応じ市町村の区域を越えたより広域的な利活用システムの構築を促進

します。 

 

 

 

 

 

地域循環共生圏の記載を追

記 

 「食品リサイクル法」に基づき、特に食品流通の川下における再生利用を促進

するため、 

地域の食品関連事業者や再生利用事業者等において、地域における食品廃棄物

等の発生状況や利用状況の的確な把握の下、食品廃棄物等の発生抑制・再生利用

に係る取組が推進されるよう、国の関係機関や市町村と連携しながら、情報提供

や助言等に努め、利活用システムの構築を促進します。 

家畜ふん尿の性状に応じたバイオガス化によるエネルギー利用及び消化液の液

肥利用や戻し堆肥の敷料利用などの複合的利用、生ごみと下水汚泥等を混合した

バイオガス化によるエネルギー利用、木質バイオマスの部位や性状に応じた有効

活用など、より効果的・効率的な利活用システムの構築を促進します。 

利活用システムの構築に当たっては、国の様々な助成制度を活用した効果的な

施設整備を促進します。 

【普及啓発】 

バイオマスの利活用拡大に向けて、道民、事業者等に対し、生ごみや木質バイ

オマスなどのバイオマスごとの特性や、バイオガス、バイオディーゼル燃料（Ｂ

ＤＦ）＊等の利用に関し、情報提供などの普及啓発を行います。 

修正なし  
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４ リサイクル関連産業を中心とした循環型社会ビジネスの振興 

  

 

 

 

 

【リサイクル関連産業の創出・育成】 

  

 

 

 

 

 

 

【再生品市場の形成促進】 

「北海道再生品利用拡大方針」に基づき導入した「北海道リサイクル製品認定

制度」及び「北海道リサイクルブランド認定制度」により、循環資源を利用した

製品の認定を行うとともに、制度の紹介や周知、環境イベント等を活用した製品

展示やパンフレットの配布等により、認定リサイクル製品の利用拡大を図りま

す。 

また、事業者や市町村等に対し、グリーン購入に係る普及啓発等を行いその取

組を促進します。 

 

【リサイクル関連産業の集積の促進】 

 

４ リサイクル関連産業を中心とした循環型社会ビジネスの振興 

本道の既存産業の技術基盤を活用するなどしたリサイクル事業の展開や、リサ

イクル産業が抱える原材料調達の量的・質的な不安定性、事業の経済性、リサイ

クル製品の需要開拓などの課題解決に向けた支援を行います。 

また、リサイクル製品等に関する情報提供や関係者が連携して取組を進めるた

めの協議会の運営などにより、循環型社会ビジネスの振興を図ります。 

【リサイクル関連産業の創出・育成】 

既存の制度を活用するなどして、産業廃棄物の排出抑制・減量化に関する取組

への支援など、リサイクル関連産業の創出・育成に努めます。 

バイオマスの新たなエネルギー・製品への利活用を推進することにより、バイ

オマス関連産業の振興を図ります。 

未利用循環資源の利用促進に係る課題やその事業化に向けた課題を協議するた

め、排出者や再生利用者、有識者、行政機関など産学官等で構成される協議会を

運営し、関係者間の連携を促進します。 

【再生品市場の形成促進】 

再生品に関する情報提供や普及啓発、「北海道再生品利用拡大方針」に基づく

リサイクル製品の認定やグリーン購入の推進により、再生品の利用拡大、生産拡

大を促進し、再生品の市場形成の促進に努めます。 

 

 

 

 

 

【リサイクル関連産業の集積の促進】 

リサイクルポート＊に指定された各地域との連携を図りながら、リサイクル

ポートのＰＲなどにより、当該地域へのリサイクル関連産業の集積を促進しま

す。 

 

 

 

変更なし 

 

 

 

 

 

変更なし 

 

 

 

 

 

 

 

第５章１（２）と表現を統一 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更なし 
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時点修正 

文言整理 

 

 

 

  

循環資源利用促進税条例に基づく事業について 

 

道では、北海道循環資源利用促進税条例（平成 17 年 12 月 20 日条

例第 124 号）第 18 条に基づき、循環資源利用促進税の税収を、産業

廃棄物の排出抑制、減量化、リサイクルに係る施設設備を設置する

経費の一部への補助など、産業廃棄物の排出抑制や産業廃棄物のう

ち有用なものの循環的な利用、産業廃棄物の適正な処理に係る事業

に充てており、平成 24 年度の調査では、これらの事業で年間 30.4

万トンの産業廃棄物が再生利用されるという効果が見られました。 

この条例については、条例施行後５年の平成 23年に、道が設置し

た、学識経験者や産業・経済団体の関係者で構成する「北海道循環

資源利用促進税に関する検討会」からの「今後も社会の要請に応え

ながら、循環税事業を引き続き推進していくことが必要である」と

の提言を受け、道では、今後とも循環税制度を継続し、循環税事業

の積極的な推進を図るとともに、５年を目途に、施行状況などを検

証して循環税事業について検討を行うこととしています。なお、次

の検討は平成 28年度に行う予定です。 

循環資源利用促進税条例に基づく事業について 

 

道では、北海道循環資源利用促進税条例（平成 17 年 12 月 20 日

条例第 124 号）第 18 条に基づき、循環資源利用促進税の税収を、産

業廃棄物の排出抑制、減量化、リサイクルに係る施設設備を設置す

る経費の一部への補助など、産業廃棄物の排出抑制や産業廃棄物の

うち有用なものの循環的な利用、産業廃棄物の適正な処理に係る事

業に充てており、平成 25 年度から平成 29 年度までに補助を受けて

整備された設備の、平成 30 年度における再生利用量は約 35万 8 千

トン、減量化量は約 4 万 8 千トンであり、合わせて約 40 万 6 千ト

ンの最終処分量の削減効果がありました。 

この条例については、条例施行後５年を目途に、推進状況や社会

経済情勢の推移等を検証して規定について検討することとされて

おり、直近では平成 28年に、道が設置した学識経験者や産業・経済

団体の関係者で構成する「北海道循環資源利用促進税に関する検討

会」からの「循環型社会の形成に向け、今後も積極的に推進してい

くことが必要である」との提言を受け、循環税事業の積極的な推進

を図ってきました。なお、次の検討は令和 3年度に行う予定です。 
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第６章 計画の進行管理 

１ 推進体制 

 

第６章 計画の進行管理 

１ 推進体制 

道庁内関係部局で構成する「環境政策推進会議」等を活用し、横断的・総合的

な調整を図ります。 

また、道の環境施策へ道民意見を反映するための「環境保全推進委員」や、産

学官等からなる協議会等との連携により、着実な推進を図ります。 

 

 

 

修正なし 

 

 

２ 進行管理 

 ４つの基本事項（３Ｒの推進、廃棄物の適正処理の推進、バイオマスの利活

用の推進、リサイクル関連産業を中心とした循環型社会ビジネスの振興）につい

て、「環境基本計画の点検・評価実施方針」に基づき、目標とする数値の達成状況

や施策の進捗状況を把握し、毎年度点検・評価します。 

また、評価結果を踏まえ、必要に応じて関連する取組を見直すなど、次年度以

降の施策への反映を図ります。 

なお、目標とする数値の達成状況や施策の進捗状況については、毎年度作成す

る「北海道環境白書」や道のホームページなどで公表します。 

 

２ 進行管理 

４つの基本事項（３Ｒの推進、廃棄物の適正処理の推進、バイオマスの利活用

の推進、リサイクル関連産業を中心とした循環型社会ビジネスの振興）について、

「環境基本計画の点検・評価実施方針」に基づき、目標とする数値の達成状況や

施策の進捗状況を把握し、定期的に点検・評価します。 

また、評価結果を踏まえ、必要に応じて関連する取組を見直すなど、次年度以

降の施策への反映を図ります。 

なお、目標とする数値の達成状況や施策の進捗状況については、毎年度作成す

る「北海道環境白書」や道のホームページなどで公表します。 

 

 

毎年度計画の点検評価を行

う旨を明記 

 

３ 計画の見直し 

計画の中間年度である令和６年度に必要な見直しを行うほか、計画期間におい

て国の法制度や社会経済等に変化があった場合などは、本計画の目標の達成状況

等の検証結果などを踏まえ、必要に応じ、適切な見直しを行います。 

 

３ 計画の見直し 

計画期間において国の法制度や社会経済等に変化があった場合などのほか、本

計画の目標の達成状況等の検証結果などを踏まえ、必要に応じ、適切な見直しを

行います。 

 

 

計画の中間年度に見直しを

行う旨を記載 

 

 

 

 


